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第３０６回理事会議事録 

 

一般社団法人日本舶用工業会 

 

〇開催日 令和５年５月１８日（木）午後３時３０分～午後５時 

 

○開催場所 ホテルグランヴィア大阪 名庭の間 

  （大阪市北区梅田３－１－１） 

 

○出 席 者     理事３６名（理事総数５８名中）、監事１名、オブザーバー５名 

      常任諮問委員８名、顧問３名、来賓１名 

 

○配付資料 

 １ 業務の進捗状況（令和５年３月２４日～令和５年５月１７日） 

２ 令和５年度収支予算書（案） 

３ 令和４年度事業報告書（案） 

４ 令和４年度決算報告書（案） 

５ 令和４年度公益目的支出計画実施報告書（案） 

６ 任期満了に伴う役員等の改選について 

７ 顧問の委嘱について 

８ 新入会申込者の概要 

９ 今後の理事会等の開催予定について 

 

○議  事 

 議事に先立ち、議長は、出席者が定足数に達し本日の理事会が適法に成立したこ

とを確認した。 

 

（報告事項） 

１．業務の進捗状況について 

 令和５年３月２４日から令和５年５月１７日までの業務の進捗状況について、配

布資料１（別紙を含む。）を基に、事務局から報告があり、了承された。 
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なお、４月１日付で日立造船㈱が日立造船マリンエンジン㈱と社名を変更した

が、進捗状況に誤記があったため、修正することとした。 

 

２．令和４年度決算に伴う令和５年度収支予算の変更について 

３月の第３０５回理事会において議決された令和５年度の収支予算につい

て、令和４年度決算に伴い変更が生じたことから、その変更内容について配

布資料２を基に事務局から説明を行い、了承された。 

 

 

（審議事項） 

１．令和４年度事業報告書案について 

議長の指名を受け、事務局より配布資料３を基に「令和４年度事業報告書

案」について、説明した。 

議長より、出席理事一同に諮ったところ、提案どおり承認、議決された。 

また、議長は、同報告書は、６月の第５８回定時総会において、会員に報

告事項として改めて説明することを申し添えた。 

 

２．令和４年度決算報告書案及び公益目的支出計画実施報告書案について 

 議長は、審議の便宜上「令和４年度決算報告書案」に関する件と「令和４

年度公益目的支出計画実施報告書案」に関する件を一括して審議する旨を述

べた後、議長の指名を受け、事務局より配布資料４及び５を基に内容を説明

するとともに、両議案は定時総会に上程する旨を述べた。 

 議長より、出席理事一同に諮ったところ、提案どおり定時総会へ議案とし

て上程することが議決された。 

 

３．任期満了に伴う役員等の改選について 

議長の指名を受け、６月の定時総会の開催日を以て役員等が任期満了にな

るため、事務局より配布資料６を基に、改選期における理事候補者の推薦の

考え方について説明し、総会の議題として「任期満了に伴う役員等の改選に

ついて」を上程したい旨を説明した。 

議長より、出席理事一同に諮ったところ、提案どおり定時総会へ議案とし
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て上程することが議決された。 

 

４．顧問の委嘱に関する件 

議長の指名を受け、事務局より配布資料７を基に、顧問の任期については

６月の定時総会の開催日を以て満期となり、委嘱については、理事会の同意

を得て会長が委嘱することとなっている旨説明した。なお、４名の顧問より

任期を以て退任したいとの申し出があったため、引き続き７名の方に顧問を

委嘱したい旨説明した。 

議長より、出席理事一同に諮ったところ、提案どおり重任していただくこ

とが承認、議決された。 

（重任をお願いする方（７名））   （敬称略） 

小 川 健 兒  元 運輸省海上技術安全局長 

小 野 正 治  元 当会副会長 

戸 田 邦 司  元 運輸省海上技術安全局長 

中 島 基 善  元 当会会長 

藤 本 幸 延  元 当会副会長  

古 野 清 賢  元 当会副会長  

脇   憲 一  元 当会副会長 

（退任される方（４名））     （敬称略） 

石 橋 德 憲  元 当会副会長 

畑 山 哲 三  元 当会副会長 

古 川 與四郎  元 当会副会長 

松 井 正 昭  元 当会副会長 

 

４．新入会員の承認に関する件 

  事務局から配布資料７を基に入会（普通会員１社、賛助会員１社）申込の

あった２社の概要を説明した。 

 議長より、出席理事一同に諮ったところ、同日付にて２社の入会について

満場一致を以て承認、議決された。 
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（普通会員）                        （敬称略） 

会社名  ＪＲＣマリンフォネット株式会社 

所在地  東京都江東区辰巳１丁目７－３２ 

代表者  代表取締役社長 矢 野   理 

 

（賛助会員） 

会社名  ミャンマー・ユニティ 日本駐在営業部 

所在地  東京都千代田区岩本町１丁目２－１１ 

代表者  グループＣＥＯ 北 中   彰 

 

（その他） 

１．今後の理事会等の開催について 

事務局から配布資料９を基に今後の理事会等の日程について説明した。 

 

議長は、以上をもって議案の審議を終了する旨を告げた後、本日の議案審議

を議事録としてとりまとめる際に内容の変更を伴わない範囲の字句の修正等は、

議長に一任願いたい旨を発言し、満場これを了承した。 

 

（来賓挨拶） 

・来賓として出席した国土交通省海事局船舶産業課長 今井 新氏からご挨

拶をいただいた。 

                                           

 上記の決議を明確にするため、この議事録を作成し、議長及び議事録署名人

がこれに記名押印する。 

議事録作成者 代表理事 木下茂樹 

令和５年５月１８日 



第 ３ ０ ６ 回 理 事 会 次 第 

 

令和５年５月１８日（木）１５：３０～１７：００ 

大阪 ホテルグランヴィア大阪 名庭の間 

 

 

 

一般社団法人 日本舶用工業会 

Ⅰ．開  会 

 

Ⅱ．報告事項 

１．業務の進捗状況について      資料１ 

２．令和４年度決算に伴う令和５年度の収支予算の変更について 資料２ 

 

Ⅲ．審議事項 

１．令和４年度事業報告書案に関する件（総会報告事項）    資料３ 

２．令和４年度決算報告書案に関する件（総会附議事項）    資料４ 

３．令和４年度公益目的支出計画実施報告書案の承認に関する件（総会附議事項）資料５ 

４．任期満了に伴う役員等の改選に関する件（総会附議事項）  資料６ 

５．顧問の委嘱に関する件      資料７ 

６．新入会員の承認に関する件      資料８ 

 

Ⅳ．その他 

１．今後の理事会等の開催予定      資料９ 

 

Ⅴ．来賓挨拶 

国土交通省 海事局船舶産業課長        今 井   新  殿 

 

Ⅵ．閉  会 

以 上 
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業 務 の 進 捗 状 況 
（令和５年３月２４日～令和５年５月１７日） 

令和５年５月１８日 

一般社団法人日本舶用工業会 

・「日舶工アクションプラン２０２２、２０２３」及び「令和４年度、令和５年度事業計画」に基づき、以下

のとおり各事業を実施している。 

第１章 組織の概要 

１．会員  

５月１８日現在の会員は、普通会員２４９、賛助会員７４である。 

（１）入会   普通会員 トラテック(株) （３月２６日付） 

八潮工業(株) （３月２６日付） 

横河計測(株) （３月２６日付） 

(株)三井Ｅ＆Ｓ ＤＵ （４月 １日付） 

賛助会員 (株)横浜工作所   （３月２６日付） 

（２）退会   賛助会員 

京セラ(株)    （３月３１日付） 

ベッカーマリンシステムズジャパン㈱ （３月３１日付） 

（３）指定代表者の変更 

会社名   （新）             （旧） 

大同メタル工業㈱  第二カンパニープレジデント 石原 幸二 第二カンパニープレジデント 立木志津夫 

（４月１日付） 

日立造船マリンエンジン㈱    代表取締役社長   山口 実浩  代表取締役 三野 禎男 

（４月１日付） 

ニコ精密機器㈱   代表取締役社長 大久保亮太 代表取締役 髙橋 善栄 

（４月１日付） 

理研計器㈱   代表取締役社長 松本 哲哉 取締役 小谷野 純一 

（４月１日付） 

（４）社名変更  

(旧) 

 日立造船(株)      （４月 １日付） 

（新）    

日立造船マリンエンジン㈱

 ㈱三井Ｅ＆Ｓ  ㈱三井Ｅ＆Ｓマシナリー （４月 １日付） 

２．役員等 

・退任 常任諮問委員 三野 禎男（日立造船㈱） （３月３１日付） 

３．事務局 

・小林知加（業務部課長代理）退職 ３月３１日付（国土交通省へ復帰）
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第２章 定時総会、理事会、諮問委員会の開催等 

代表理事及び業務執行理事の職務執行状況は、別紙１－１のとおり。 

１．第３０５回理事会（３月２４日 東京 ＡＰ新橋） 

【報告事項】 

・業務の進捗状況について（令和４年１２月～令和５年３月） 

【審議事項】以下の事項について審議し、議決した。 

① 定時総会の日程に関する件 

② 令和５年度事業計画（案）に関する件 

③ 令和５年度収支予算（案）に関する件 

④ 新入会員の承認に関する件 

【その他】 

・今後の理事会等の開催予定について説明した。 

 

第３章 事業の概要 

（注：委員会・ＷＧ等の開催形態は、基本的に対面とオンライン併用とした。） 

１．グローバル事業関係 

（１）グローバル戦略検討委員会関係 

１）２０２３年度事業 

２０２３年度の日本財団助成事業として、以下の展示会に参加、または参加予定（各展示会の参加・参

加予定企業名は別紙１－２のとおり） 

① Sea Asia ２０２３展示会 

開催時期：４月２５日～２７日 

開催場所：シンガポール 

出展企業：１５社及び（一社）日本中小型造船工業会会員６社、（一財）日本海事協会との共同 

出展 

来場者数：約15,000人（主催者発表） 

出展面積：日本パビリオン 216㎡ 

実施内容：・同国内外の関連企業400社と日本を含む12か国のナショナルパビリオンが出展。同

展示会への日本パビリオン設置は４年ぶりであったが、訪問客は途切れることなく

盛況であった。 

・４月２４日に木下会長、久津副会長等がシンガポール船主協会を訪問し情報交換等

を行った。（５ページ（４）１）「諸外国との国際交流」参照） 

・４月２５日、VIP Tourとして同国運輸省の上級政務官であるBaey Yam Ken氏他が日

本パビリオンを訪問し、木下会長から説明を行った。 

 

② Offshore Technology Conference ２０２３展示会 

開催時期：５月１日～４日 

開催場所：アメリカ・ヒューストン 

出展企業：合計１１社・機関 

来場者数：約31,000人（主催者発表） 

出展面積：ジャパンパビリオン（メインホール）135㎡ 

実施内容：・来場者は前年比約３０％の増加であり、石油メジャーの業績回復や脱炭素化に向け

た新エネルギー開発等に関する注目度の高さが感じられた。 
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・ジャパンパビリオンでは日本財団によるDeepStarとの連携技術開発プロジェクトの    

参加企業ブースを含め、我が国舶用関連の機器や技術のＰＲを行った。 

・５月２日に４年ぶりにネットワーキングレセプションを開催。欧米のオフショア       

関係者等約１７０名が参加し、日本と各国企業間で積極的な情報交換を行った。 

・展示会終了翌日、日本財団が技術開発助成を行っているDeepStar Technology 

Symposium 2023に参加し、情報収集を行った。 

 

③ Nor-Shipping ２０２３展示会 

開催時期：６月６日～ ９日 

開催場所：ノルウェー・オスロ 

出展予定企業：１０社及び日本船舶輸出組合との共同出展 

実施内容：６月７日に日本船舶輸出組合とJapan Seminarを開催予定 

 

④ Marintec China ２０２３展示会 

開催時期：１２月５日～８日 

開催場所：中国・上海 

 

⑤ Offshore Technology Conference ２０２４展示会（準備） 

開催時期：５月 

開催場所：アメリカ・ヒューストン 

 

⑥ Posidonia ２０２４展示会（準備） 

開催時期：６月３日～７日 

開催場所：ギリシャ・アテネ 

 

２）SEA JAPAN ２０２４展示会参加準備（日本財団助成事業及び自主事業） 

開催期間：２０２４年４月１０日（水）～１２日（金） 

開催場所：東京ビッグサイト 東１～３ホール 

実施事業： 

・テーマゾーン（ＤＸ・自動運航、カーボンニュートラル等）の技術・製品展示 

・国際海事セミナー、船舶海洋技術セミナーの開催 

・学生向けイベントの開催 

・海上保安庁測量船の一般公開 

・メンバーズゾーンの技術・製品展示 

＜海事クラスターとしての参加（日本財団助成事業）＞ 

 ・４月１９日に、第１回「SEA JAPAN 2024海事クラスター企画委員会」を開催し、以下の検討を行

った。 

①これまでと同様に企画委員会を設置し、国土交通省海事局船舶産業課の舟艇室長を座長と

し、国土交通省海事局船舶産業課と日本舶用工業会が共同事務局を務める。 

②テーマゾーンのメインテーマについて、各委員が持ち帰って検討する。 

③テーマゾーンについては事務局案のとおり出展募集を行い、次回委員会で応募状況を踏ま

え展示カテゴリーやテーマ等を精査する。 

④「国際海事セミナー」、「船舶海洋技術セミナー」、「学生イベント」、「船舶の一般公開」につ

いては、各イベントの主催者が実施計画の骨子を作成し、本委員会で審議する。 

⑤青少年向けイベントについて、各委員が持ち帰って検討する。 
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・６月３０日締め切りで出展社を募集中 

＜メンバーズゾーンとしての参加（自主事業）＞ 

・６月３０日締め切りで出展社を募集中 

 

（２）海外市場開拓検討委員会関係 

１）２０２３年度舶用工業セミナーの実施予定 

【日本財団助成事業】 

① マレーシア舶用工業セミナー 

実施時期：６月２１日 

実施場所：クアラルンプール コンベンション センター 

参加予定企業：１２社 

実施予定：・６月２０～２２日Malaysia Maritime Week 2023展示会へのブース出展 

・６月２３日マレーシア船主協会主催 Annual Dinnerへの参加 

・Malaysia Maritime Week（６月２０日～２３日）中にあわせてセミナー開催 

・ペトロナス Mr. En Handan Senior General Managerより冒頭スピーチ予定 

 

（３）オフショア事業戦略検討委員会関係 

１） Windfarm Vessel ＷＧ 

・第３回 Windfarm Vessel ＷＧ（３月２７日） 

【報告事項】 

・洋上風力関連事業者（上流企業）アンケート結果について（最終報告）  

【審議事項】以下について審議、了承した。 

・令和４年度の活動まとめ及び令和５年度の活動予定について 

【洋上風力発電に関する講演】 

・「洋上風力発電 風車メーカーの所掌業務の紹介」 

                 MHIベスタスジャパン㈱ 事業開発担当部長 羽山 考一 氏 

・「洋上風力事故事例からの作業船・支援船ニーズ」 

        東京海上日動火災保険㈱ 船舶営業部 次長兼海洋開発室長 小林 宏章 氏 

 

２）ＯＳＶ基本設計図面構築事業 

国土交通省補助金を得て平成３０年度から３か年度にわたり実施した標記事業において、ＯＳＶ基

本設計図面パッケージ化参加企業１６社（パッケージ化８チームを構成）及びベンダーリスト掲載企

業１５社の計３１社並びに設計業務委託先の（一財）日本造船技術センターと共に、ＯＳＶの基本設

計図面の構築を行った。昨年度、本ＯＳＶの建造推進に関する覚書を締結した東洋船舶㈱の協力を得

つつ、今年度は、それら成果物を用いた戦略的な営業活動等について検討を行っている。 

・ ３月２９日に第１０回ＯＳＶ基本設計図面構築のための全体会合を開催した。本事業で実施した基

本設計図面構築の成果、インドネシア船主Wintermar社と本プロジェクト船の海外建造やファイナ

ンスに関する協議等に関する５年間の活動を総括し、現時点で本船建造には至っていないものの、

これまでの検討プロセスで得た教訓を生かしつつ今後とも洋上風力分野への展開を含め本事業成果

の広報・営業活動を続けていくこととし、一方で、会議体としての活動は今次会合を持って一旦区

切りとすることとした。 
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（４）国際交流の実施 

１）諸外国との国際交流 

【シンガポール】 

・JETROシンガポール事務所を通じＯＳＶ船主と情報交換を継続中 

・４月２４日、木下会長、久津副会長及び事務局がシンガポール船主協会を訪問し、双方の脱炭素化

に関する取り組み等について情報交換を行うとともに、今後の協力関係の継続を確認した。 

 

２）JSMEA NEWS の刊行 

・現在、１２６号の１０月発行に向け作業中 

 

（５）ＪＥＴＲＯ共同事務所関係 

１）海事情報の配信 

・ＪＥＴＲＯ共同事務所等を活用して、ポータルサイト「maritime japan.com」にて、アジア・欧州等

の海事情報をタイムリーに配信した。 

・各事務所からの情報配信状況は以下のとおり 

① シンガポール事務所 

・「アジアマリンニュース」：東南アジア、中東を中心とした海運、造船業、オフショア産業等の

動向に関する情報 

② 香港事務所 

・「中国海事通信」：中国の海運、造船業・舶用工業等の動向に関する情報 

・「MARITIME KOREA」：韓国造船業等の動向に関する情報 

③ ヒューストン事務所 

・「US Maritime News」：米国を中心に南北アメリカ地域の造船・海運関係の情報 

 

２）調査事業の実施 

１）令和４年度 

・各事務所において、令和４年度に以下の調査を実施し、報告書を取りまとめた。 

①  シンガポール事務所：「ASEAN及びオセアニアの主要国における洋上風力発電の状況調査」 

：「東南アジア造船関連レポート４１」 

：「中東におけるオフショア支援船（OSV）の市場動向調査」 

②  香 港 事 務 所：「中国の次世代船舶技術の開発動向と舶用製品調達に関する調査」 

：「中国における舶用品に対するユーザーニーズ調査（海運事業者）」 

③  ヒューストン事務所：「米州の海洋開発事業（米国） 

～海洋石油ガス開発及び再生可能エネルギー拡大に向けた今後の展望～」 

            ：「米州の海事産業事情（米国）」 

・なお、上記調査報告書を５月末に発送予定 

 

２）令和５年度 

・各事務所において、令和５年度に以下の調査を実施中であり、年度末に報告書を取りまとめる予定 

① シンガポール事務所：「ベトナム・フィリピン、オーストラリアの洋上風力発電の動向調査」 

「東南アジア造船関連レポート４２」 

② 香 港 事 務 所：「中国におけるオフショア設備のニーズ・シーズに関する調査」 

「中国船舶工業の現況に関する調査」 
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③ ヒューストン事務所：「米州の海洋開発に関する最新動向に関する調査-ロシアの 

ウクライナ侵攻によるエネルギー生産拡大に向けた今後の展望-」 

「米州の海事産業事情」 

 

３）最新海事情報セミナーシリーズの実施 

・ＪＥＴＲＯ共同事務所の派遣元海事団体と(一財)日本船舶技術研究協会との共催により、駐在員によ

るタイムリーな現地情報に関するセミナーをオンラインにて定期的に実施。終了後は録画動画を

「maritime japan.com」にて配信中。また、以下の最新海事情報セミナーを実施予定 

① ２０２３年 第３回 

日時：７月（開催日時調整中）  

演題：調整中 

講師：JETROシンガポール 舶用機械部 貴島 高啓 部長 

 

２．人材確保・養成対策事業 

（１）人材養成検討委員会関係 

１）人材養成検討ワークショップ 

・会員企業の人材実務担当者等を対象に人材養成に関する専門的な情報を提供し、参加者間の情報・意

見交換等を実施することにより、人材面での基盤強化を通じて業界全体の競争力強化を図ることを目

的に、令和４年３月より人材養成検討ワークショップを開催している。 

・第４回ワークショップは、インターンシップをテーマに以下のとおり実施 

開催日時：４月２７日（木） １４：００～１５：３０ 

開催方法：オンライン形式 

タイトル：中小企業における採用に繋がるインターンシップ 

講 演 者：㈱プロジェクトデザイン フェロー 新治 嘉章氏 

参 加 者：３９社５７名 

備  考： 

・参加者からは、「学生がインターンシップに求めるものや、企業がインターンシップを実施

するうえで大事にすべきことが分かった。」、「他社事例を知ることができ、講師によるア

ドバイスやコメントも参考になった。」等の感想が寄せられ、成功裏に終了した。 

・なお、当日都合により参加できなかった会員にも情報提供を行うため、本ワークショップの

録画を当会会員専用ページにて配信中 

 

２）外国人材活用検討ＷＧ関係 

・４月２４日に国土交通省海事局船舶産業課の依頼に基づき、会員企業２５０社を対象に「外国人技能

実習生及び特定技能外国人の４月１日現在の受入れ状況に関する調査」を実施し、現在、結果を取り

まとめ中 

 

（２）舶用マイスター認定に関する事業（今年度で１６回目） 

・４月３日付で令和５年度の舶用マイスター候補者の募集を開始(５月３１日締切） 

 

（３）人材確保に関する事業 

１） 舶用工業講義（講義実施企業は別紙１－３参照） 

① 神戸大学「海事産業技術概論」（今年度で１６回目） 
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開催場所：神戸大学・深江キャンパス 

開催日時：４月１１日～７月２５日 

科 目 数：１９科目（１限９０分） 

対象学生：海洋政策科学部２年生以上 

講義区分：選択必修科目 

履修学生数：１０６名 

講義実施企業数：１７社 

備   考：講義の一環として、８月８日に川崎重工業㈱の工場見学を実施予定 

 

② 関西海事教育アライアンス「海上輸送技術特論」（今年度で５回目） 

開催場所：I-siteなんば（大阪公立大学所有のサテライトキャンパス） 

開催日時：６月２９日、７月６日 

科 目 数：６科目（１限７５分） 

対象学生：各大学の修士課程１年生以上 

講義区分：集中講義 

履修学生数：４７名 

講義実施企業数：５社 

備   考：「関西海事教育アライアンス」は、神戸大学大学院海事科学研究科、大阪大学大学

院工学研究科、大阪公立大学大学院工学研究科による連携講座 

 

２） 舶用工業説明会（申込企業は別紙１－３参照） 

① 神戸大学（今年度で６回目） 

開催日時：６月６日 

開催場所：深江キャンパス  

対象学生：海洋政策科学部および海事科学部２年生以上、海事科学研究科修士課程 

申込企業数：３５社 

 

(４)社会人教育に関する事業 

１）英語講座（申込企業は別紙１－３参照） 

① プレゼンテーション英語講座（今年度で８回目） 

開催日時：５月３０日、３１日 

開催方法：オンライン 

講 師：㈱アルクエデュケーション所属のネイティブ講師 

対 象 者：海外営業担当者等 

申込者数：１０社１４名 

 

(５)その他 

〇 人材関連事業に関するアンケート 

・人材確保・養成対策事業に関して、これまでの事業への評価を把握するとともに、今後の事業内容の

更なる改善を図るためアンケート調査を４月２６日付で実施（５月２６日（金）締切） 
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３．技術開発事業等 

（１）規制問題検討委員会 

〇  船舶検査に関する懇談会 

・１０月に開催した第３回船舶検査に関する懇談会で参加各社から出された船舶検査、認定事業場、半

導体不足等に係る要望事項は事務局が取りまとめて検査測度課に提出したが、３月３０日、同課から

要望事項に対する回答の送付があり、参加各社に伝えた。今後、会員各社へも展開する予定 

 

（２）新製品開発のための助成事業（日本財団助成事業） 

１）２０２２年度事業 

・２０２２年度新製品開発助成事業については、下記７件のうち事業が終了した５件（①から⑤）につ

いては、実施内容を報告書としてとりまとめ、日本財団へ提出した。また、⑥と⑦の２件について

は、新型コロナウイルス感染症拡大及び半導体不足の影響もあり、日本財団の了解を得て、下記のと

おりそれぞれ期間延長を行った。 

① 舶用メインエンジン用サブマージド型ＬＮＧ燃料供給ポンプ設備の技術開発（２０２１年度～２

０２２年度で終了） 

② 内航貨物船向けハッチカバーの電動化による船員負荷低減・環境汚染防止システムの技術開発

（２０２２年度で終了） 

③ 船体と帆による風力利用の高度化システムの技術開発（２０２３年度までの２年計画） 

④ 舶用無線ひずみ船体構造モニタリングシステムの技術開発（２０２３年度までの２年計画） 

⑤ 内航船等の操船者の負荷軽減を実現する普及型夜間画像認識システムの技術開発（２０２３年度

までの２年計画） 

⑥ 水素・アンモニア燃料用小型ガス燃焼ユニット（ＧＣＵ）の技術開発（２０２２年度までの１年

計画・３カ月間延長） 

⑦ ＡＩ画像認識を利用した物標検出センサと船上センサのセンサフュージョンに関する技術開発

（２０２３年度までの２年計画・６カ月延長） 

 

２）２０２３年度事業 

・２０２３年度の日本財団助成事業については、下記７件（新規３件及び継続４件）を実施するため、

４月１日に委託契約を締結した。 

① 船体と帆による風力利用の高度化システムの技術開発（２０２２年度～２０２３年度） 

風力を船舶の補完的な推進動力として実用的に活用するために、高さを短くした、効率的でコンパ

クトな帆による風力利用の高度化システムの開発を実施する。２０２３年度は、低風圧抵抗船型と

翼形状の詳細検討をし、翼のプロトタイプモデルを試作して性能評価を行う。 

② AI画像認識を利用した物標検出センサと船上センサのセンサフュージョンに関する技術開発 

（２０２２年度～２０２３年度） 

海難事故防止や船舶の自動運航の実現のために、光学カメラと赤外線カメラを基本構成として、AIS

及びレーダでは要求性能外とされている小物標の検出及び位置を特定するＡＩによる画像認識技術

の開発を実施する。２０２３年度は、前年度に開発したＡＩ画像認識機能および物標同定機能の海

上評価を行う。 

③ 舶用無線ひずみ船体構造モニタリングシステムの技術開発（２０２２年度～２０２３年度） 
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近年の船舶の長寿命化、大型化、デジタル化に伴い、船舶の安全性を向上させるため、無線技術を

活用した低コストで信頼性と実用性の高い船体構造モニタリングシステムの開発を実施する。２０

２３年度は、前年度に製作した試作機を用いた実環境下での性能評価を行う。 

④ 内航船等の操船者の負荷軽減を実現する普及型夜間画像認識システムの技術開発 

（２０２２年度～２０２３年度） 

狭水域や輻輳海域等の操船者の負担低減ならびに衝突・座礁事故のリスクを低減するため、夜間を

含む視界制限下での物体の認識を、一般産業用カメラ、画像処理技術及びAIを活用した、内航船等

でも装備可能な普及型の画像認識システムの開発を実施する。２０２３年度は、雨天及び霧による

視界制限下のサンプル画像の収集、ＡＩの学習、学習結果の実証を行う。 

⑤ ＩＭＯ基準に適合可能な小型・高効率の船体付着生物除去システムの技術開発（２０２３年度） 

船体に付着した生物等による外来種の移入リスクが世界的に問題視されているため、陸上又は船

上から操作が可能でデブリ（船体から除去した汚れ、船体付着生物等）を回収することができ、IMO

で審議されている基準に適合可能な船体付着生物除去システムの開発を実施する。本事業では、船

体洗浄ＲＯＶとデブリ回収装置を試作し、実船にて船体洗浄試験と性能評価を行う。 

⑥ 舶用次世代燃料エンジン用の無酸素下でも検知可能なガス漏洩検知センサーの技術開発 

（２０２３年度～２０２４年度） 

舶用次世代燃料エンジン（水素エンジン）の燃料用水素供給ライン及び水素タンク（真空二重殻）

の安全性を確保するため、二重配管や二重殻の内部の無酸素中でも水素ガスの検知が可能な、熱伝

導方式のセンサー原理を用いた水素ガス漏洩検知センサーの開発を実施する。２０２３年度は、水

素ガス漏洩検知センサーを試作し性能評価を行う。 

⑦ 次世代燃料用ボイラ向けのバーナの技術開発（２０２３年度） 

大形のアンモニア燃料船の実現に向け、アンモニア燃料用ボイラの要求が加速してきたため、ボイ

ラ内の燃焼環境が悪い中でも、安定的にアンモニアの燃焼が可能なうえ、未燃アンモニアの排出を

抑制することが可能な、アンモニア燃料用ボイラ向けDFバーナの開発を実施する。本事業では、ア

ンモニア燃料用のバーナ及び炉体の試作機を製作し、性能評価を行う。 

 

３）技術開発に関するユーザーニーズのヒアリング 

・「今後の技術開発事業のあり方」に基づき、技術開発に関するユーザーニーズを深掘りするため、３

月に５８社（外航６社、内航５社、フェリー８社、造船１７社、船舶管理会社３社、海洋開発関係７

社、荷主６社）にアンケートを実施した。アンケート結果を基にヒアリングを行い、その結果をとり

まとめて、今後、近日中に行う令和６年度助成事業の募集にあたり、会員企業が開発課題を検討する

上での参考として情報提供する予定 

 

４）国土交通省等の技術開発支援事業に関する情報提供等 

・３月３１日、国土交通省が「水素等の次世代燃料、燃料電池等の温室効果ガス削減に資する装置等の

導入を促進する技術であって、 その社会実装を通じて、交通運輸分野におけるグリーン社会の実現に

大きく貢献するものの開発」という研究開発テーマで、「交通運輸技術開発推進制度」の令和５年度新

規研究課題の公募を３月３０日に開始したことについて会員に情報提供した。 

 

（３）スマートナビゲーションシステム研究会４ 

・本研究会では、これまでの研究会活動で検討を重ねた４件のＩＳＯ規格（①船陸データ共有の安定化

と最適化を目標とした標準化、②船内データサーバの試験規格、③船上機器及び機器用データ標準

化、④船内ＬＡＮ規格の改訂及び検査規格）の規格化までのフォローアップに加え、船舶におけるサ
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イバーセキュリティやＩＴ・ＯＴ・ＩｏＴの分野に関する共通課題について、ＷＧ毎に分かれて調査

研究を行い、１２月末に予定していた２年間の活動期間を終了した。 

・引き続き、ユーザー業界等の参加も得て、船のＩＴ・ＯＴ・ＩｏＴに関する共通課題の調査研究、こ

れまで検討を重ねた４件のISO規格化までのフォローアップ、代替燃料船、自動運航船等の新分野対応

の企画検討を行うため、スマナビ研として活動を継続していく。近日中に新体制発足予定 

・５月に今治で開催されるバリシップ２０２３に出展し、本研究会の活動紹介等のプレゼンテーションを

行う予定 

 

（４）次世代海洋エンジニア会 

・当会会員企業における若手技術者の人材育成の一環として、「次世代海洋エンジニア会」を実施中。本

事業では、同一メンバー参加の下、２年間にわたり計５回の交流会を行うが、これまでに４回の交流会

を実施した。本事業参加数は４２社５４名（舶用：３０社３９名、船社：７社７名、造船：５社８

名） 

・締めくくりとなる第５回交流会を６月１３日に東京国際フォーラムで開催し、１１月の第３回交流会

のアイデアソンで立案した「海事産業が抱える課題に対し、３者間（舶用・海運・造船）で取り組む

べき協調領域を検討し、Ｗｉｎ-Ｗｉｎ-Ｗｉｎとなる具体的な解決策」に関するアイデアを、２月の第

４回交流会でブラッシュアップして事業計画にまとめたものについて、成果発表、評価者による採点

と表彰式を行う予定 

 

（５）舶用機器の標準化に関する事業 

・既存のＳＭ標準のうち、令和４年度は、「ポンプ」、「空調・冷凍装置」、「錨鎖」、「その他」の４業種が

見直し対象となる。調査フォームを用いて関係各社へアンケートを実施したところ、「ポンプ」及び

「錨鎖」については改訂の要望が無かったが、「ポンプ」については造船側より（一社）日本造船工業

会が国の補助事業で行っている標準仕様書の改訂作業にあわせた改訂要望があるため、（一社）日本造

船工業会と改訂方法も含めて検討していくこととしている。 

・「その他」の「ＳＭＡ０４５鋼船の塗装標準」、「ＳＭＡ１２５船用補機類の銘板標準」及び「ＳＭＡ１

４５船用補機類の予備品・要具の標準えふ(会符)」の３件のＳＭ標準の改訂要望があったため、改訂方

法も含めて検討することとした。 

 

（６）舶用工業シップリサイクル検討委員会 

１）シップリサイクル条約等への対応 

・シップリサイクル条約の批准状況は、締約国数２０、船腹量３０．１％、船舶解体能力２．６％

（発効要件：締約国数１５以上、船腹量４０％以上、船舶解体能力３％以上)となった（４月１９日

時点）。我が国は令和元年３月２７日に批准済み。なお、一か国で船舶解体能力に係る発効要件を充

足できるバングラデッシュのハシナ首相は、４月２６日の日・バングラデシュ首脳会談において、

２０２３年中の批准に向けて努力する意向を表明した。 

 

２）アスベスト不使用シールの普及事業 

・シップリサイクル条約の規制対象（禁止物質）となっているアスベストについて、我が国関係法令

遵守の徹底及び他国の舶用製品との差別化を図るため、アスベスト不使用であることを明示するシ

ールの交付制度を設けており、これまでにシールを交付した会員は、２３社／２,１３３機種（５月

１６日現在） 
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（７）環境問題への対応 

１）ＩＭＯ、ＩＳＯへの対応 

・４月２４日～２８日にハイブリッド形式にて開催されたＩＭＯ第１０回汚染防止・対応小委員会（Ｐ

ＰＲ１０）に、「大形・中形・小形高速機関技術委員会」から専門家を現地に、「バラスト水処理装置

部会」から専門家をオンラインで派遣し、複数運転モードを持つエンジンの NOx 認証方法、バラスト

水適合監視装置の認証等に係る議論に参加した。 

 

２）ＧＨＧ削減対策 

① 国際海運ＧＨＧゼロエミッションプロジェクト関係 

・４月１９日、国際海運ＧＨＧゼロエミッションプロジェクトの令和５年度第１回会議がオンライン

方式で開催され、２０２２年度国際海運カーボンニュートラルと海事産業の競争力に関する検討ワ

ーキンググループ（ＷＧ） とりまとめ報告と２０２３年度における検討の進め方が審議され、了承

された。当会からは、永澤秀明氏（㈱ＩＨＩ原動機）、咲本裕介氏（㈱三井E＆S）、清河勝美氏

（ヤンマーパワーテクノロジー㈱）が委員として、事務局が関係者として参加した。 

 

② 内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会関係 

・令和３年１２月２４日、国土交通省は、「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」での議

論を踏まえた「とりまとめ」を公表。同とりまとめにおいて、更なる省エネを追求した船舶の開

発・普及のため、速やかに連携型省エネ船検討会を立ち上げ令和４年度中にモデル船を検討・開

発すること、またバイオ燃料の活用を図るために舶用バイオ燃料の取り扱いガイドラインを策定

することとされた。 

・これを受けて、国土交通省は、「連携型省エネ船開発・普及に向けた検討会」及び「船舶における

バイオ燃料取り扱いガイドライン策定検討会」を設置して検討、３月２８日には第４回連携型省

エネ船開発・普及に向けた検討会が開催され、とりまとめ案が議論された。当会からは清河勝美

氏（ヤンマーパワーテクノロジー㈱）及び竹ノ子裕二氏（ナカシマプロペラ㈱）が委員として参

加し、舶用業界の立場から意見を述べた。また、田中孝弘氏（阪神内燃機工業㈱）が、「内航船に

おける低速 4 サイクル主機関の現状」と題する説明を行った。 

・３月３０日、国土交通省は両検討会のとりまとめを公表し、事務局は全会員に同とりまとめの情

報提供を行った。なお、それぞれのとりまとめのポイントは次のとおり。 

（「連携型省エネ船開発・普及に向けた検討会」のとりまとめ） 

➢ CO2削減率、費用対効果を勘案した各種船種に搭載する機器・技術の組み合わせを提示すること

で、連携型省エネ船のコンセプトを策定した。策定したコンセプトを活用することにより、内

航海運事業者と荷主・造船所との間で、連携型省エネ船の省エネ効果や費用に関する意思疎通

の促進が可能となる。 

（「船舶におけるバイオ燃料取り扱いガイドライン策定検討会」のとりまとめ） 

➢ 舶用利用の可能性のあるバイオ燃料の概要・特徴、現行の燃料の品質基準・規格に関する情報、

実証試験結果から得られた舶用バイオ燃料使用に向けた準備・対応すべき事項等について整理

した。 

＜舶用バイオ燃料使用に向けた準備・対応すべき事項概要＞ 

- 腐食・劣化の可能性に備えた配管内等の燃料長期残留への対策 

- 動粘度等の変化に応じた機器の適切な設定 
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- 燃焼性・発熱量などの機関の出力特性の変化の確認 

- 長期船内貯蔵による混合安定性の悪化等によるスラッジ発生の可能性の留意 

 

③ ゼロエミッション船等の生産基盤構築に関するアンケートへの協力 

・政府のＧＸ実行会議（議長：内閣総理大臣）において、ゼロエミッション船の普及促進のために必

要な施策の１つとして、ゼロエミッション船等の生産基盤構築が掲げられている。これに関連し、

国土交通省からの協力要請により、１月に当会会員に対して「ゼロエミッション船等の生産基盤構

築に関するアンケート」調査を実施した。 

・現在、GX推進法（脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案）が国会で審議され

ており、同法案が成立した場合にはGX経済移行債を財源とした予算要求が可能となることから、上

記アンケートの追加として、ゼロミッション船等の生産基盤を構築するための２０２４年から２０

３２年までの９年間の投資計画についてのアンケ―トへの協力要請があり、４月２７日、当会会員

に対して、５月１１日締切りで調査を実施した。 

 

３）その他 

・その化学的安定性にともなう耐熱性、耐腐食性などのメリットにより、高機能が要求される多くの素

材（耐熱性の高いシール、パッキン、ガスケット、冷媒、潤滑剤、断熱材、電線等の被覆材等）で使

用されているPFAS（有機フッ素化合物）について、その環境残存性が高いことを理由に欧州での使用

規制が検討され、現在、規制案に対するパブリックコメントが実施されている。我が国では日本フル

オロケミカルプロダクト協議会(FCJ)が、当会をはじめとする工業団体等に注意喚起しており、FCJが

開催した第３回 FCJ PFAS ウェビナー「PFAS の最新規制動向 ～２月７日公開 欧州PFAS制限案の概要

とパブコメ対応について～」について、業種別部会を含め会員に情報提供するとともに、国や関係業

種の団体との情報交換の下に、パブリックコメント提出について検討している。 

 

４．業種別部会、業種別委員会関係 

（１）大形・中形・小形高速機関技術合同委員会 

・４月１３日、第３７回合同委員会を開催し、ＩＭＯ第１０回汚染防止・対応小委員会（ＰＰＲ１０）

の対応方針について国土交通省から説明を受け、複数運転モードを持つエンジンの NOx 認証方法等に

ついて意見交換を行った。 

 

（２）熱交換器部会 

・４月１７日、第３７回部会を開催し、事務局より直近に実施した事業等について報告した後、自動運

航船における熱交換器についての検討及び主要材料価格について情報交換を行った。 

 

（３）冷凍・空調部会／冷凍・空調業務委員会合同会議 

・４月１０日、第４５回冷凍空調部会・第２７回冷凍空調業務委員会合同会議を開催し、事務局より直

近に実施した事業や欧州におけるPFAS規制への対応等について報告した後、価格転嫁及び人件費高騰、

PFAS冷媒対応等について、各社の状況等に関する意見交換を行った。 

 

（４）冷凍・空調技術委員会 

・５月１７日、令和５年度第１回委員会を開催し、見直し対象となっている冷凍空調に関する９件のＳ

Ｍ標準のうち、手始めとして「ＳＭＡ１５９・船用空気調和装置の設計基準」、「ＳＭＡ２４０・船用
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空気調和装置の標準仕様書」、「ＳＭＡ２４１・船用パッケージ形空気調和機の標準仕様書」、「ＳＭＡ

２４２・船用食料冷蔵庫冷却装置の標準仕様書」の４件を改訂することとし、当該標準の見直しを開

始した。また、欧州におけるPFAS規制に対する対応について検討を行った。 

 

（５）配電盤部会 

〇 ＰＬＣ（高速電力線通信）検討ＷＧ 

・総務省に対して、船舶でのＰＬＣ利用を認めるよう規制緩和要望を行ってきたところ、令和３年６

月、電波法施行規則等の一部を改正する省令が公布・施行され、船舶（鋼船）でのＰＬＣ利用が認め

られた。この規制緩和により、ＬＡＮケーブルを施設することなく、既設の電力線を用いて容易、か

つ、安価な船内ネットワークの構築・船内インターネット環境の改善等を実現することが可能となっ

た。 

・ＰＬＣの船上利用の普及促進のため、本ＷＧで取り纏めた「ＰＬＣ船上利用における諸注意等を取り

纏めたガイドライン」及びガイドラインの説明動画を当会ホームページで公開中 

 

（６）救命機器部会 

・５月９日、第１７回部会を開催し、事務局より直近に実施した事業等について報告した後、価格転嫁

及び人件費高騰等について、各社の状況等に関する意見交換を行った。 

 

（７）バラスト水処理装置部会 

・３月３１日、ＩＭＯ第１０回汚染防止・対応小委員会（ＰＰＲ１０）に関連し、バラスト水適合監視

装置の検証プロトコル等に対する対応方針について国土交通省から意見照会があり、部会メンバーに

文書で照会した。なお、対応方針に対してコメント等はなかった。 

 

５．艦船等に関する事業 

（１）艦船電気機器技術委員会関係 

１）技術幹事会 

・５月１５日、第１回艦船技術幹事会を開催し、令和５年度の活動計画及び６月に開催予定の総会等に

ついて意見交換を行った。 

 

（２）艦船機関機器技術委員会関係 

・３月に水上委員長（三菱重工業㈱）の退任に伴い、新委員長の改選を書面審議にて行い、江川 浩史 氏

（ジャパンマリンユナイテッド㈱）を委員長に新任した。 

 

（３）令和５年度防衛省予算についての説明会 

・３月３１日、防衛省海上幕僚監部による、当会艦船電気機器技術委員会及び艦船機関機器技術委員会

並びに日本電機工業会艦艇電気特別委員会の委員を対象とした、令和５年度防衛省予算についての説

明会をオンラインで開催した。海上幕僚監部の鷹尾艦船・武器課長、防衛装備庁の松本装備政策課

長、補給本部の佐藤艦船整備課長の他幹部職員が参加し、令和５年度予算の他、防衛生産・技術基盤

の抜本的強化策、官民合同意見交換会等について説明があり、その後、意見交換を行った。説明会に

は、両工業会から約６０名が参加した。 
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（４）防衛装備品の輸出に関する取り組み 

・米国やアジア地域で建造される艦船向け日本製舶用機器の輸出実現に向け、防衛省、防衛装備庁、(一

財)日本海事協会の協力を得て取り組み中 

・国土交通省海事局、防衛装備庁、経済産業省、当会、（一社）日本造船工業会、（一社）日本防衛装備

工業会及び（一財）日本海事協会（事務局）から成る「艦船分野の防衛装備国際展示会に係る官民連

絡会」において、防衛装備に関する国際展示会について意見交換や情報共有を実施しており、今年度

より、防衛装備国際展示会への出展企業も参加している。 

・なお、本件取り組みを継続的に進めていくためには、対象国での機器需要や調達手続きに関する具体

的な情報が必要である旨、当会事務局から関係者へ継続的に要請中 

・防衛装備庁又は(一財)日本海事協会が事業の一環としてブースを設けて参加する以下の防衛装備関係の

国際展示会に、会員企業が当該事業の下で直接出展参加した場合、ＪＥＴＲＯシンガポールが現地で

会員サポートを行うとともに、情報収集を行った。 

 ＩＭＤＥＸ ＡＳＩＡ ２０２３ 

・開催時期：５月３日～５日 

・開催場所：シンガポール市内 

・出展企業：日本海事協会ブースにて会員３社出展 

 

６．模倣品対策推進事業 

（１）模倣品対策協議会 

○ 検査機関への要請検討ＷＧ 

・機関部品に模倣品を使用した船舶がＰＳＣにおいて出港停止処分を受けた事例が発生し、模倣品使

用が船舶の安全・環境面だけでなく荷主・船主経済にも大きな損失を与えることが明らかとなっ

た。 

・このため、模倣品対策協議会の下に設置した、機関関係メンバーを中心とした「検査機関への要請

検討ＷＧ」にて検討した結果、船級協会等に対して、検査における規制適合品（純正品）の使用確

認の徹底を要請することとなり、これまでに、ＢＶ及びＮＫ（８月２２日付）、国土交通省海事局外

国船舶監督業務室（１２月６日付）、ＬＲ（１月２６日付）並びにＡＢＳ（２月１日付）に要請文書

を発出した。また、ＤＮＶについては、４月１２日付けで要請文書を発出した。 

 

７．舶用次世代経営者等会議（次世代会） 

・５月１６日に第６３回次世代会（総会）を開催し、以下について、審議、了承した。 

① 令和４年度 事業報告及び収支 

② 新入会 

③ 令和５年度 事業計画 

④ 令和５年度 収支予算 

⑤ 「舶用次世代経営者等会議」規約の改訂 

 ・同日、外航海運船社の技術部門幹部との交流会を以下のとおり開催した。交流会終了後に懇親会を行い、

次世代会３２名、外航海運船社１４名が参加した。 

＜船主殿からご講演＞ 

① ㈱商船三井 

 演 題：商船三井の技術的取り組み 

-2050年、ネットゼロ・エミッションに向けた具体的な取り組みと道筋 

講演者：水本 健介様（技術部 技術開発企画チーム サブチームリーダー） 
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② 日本郵船㈱ 

 演 題：波をつかまえろ！時代の変換点、チャンスを生かすために 

講演者：堀内 主計様（工務グループ 技師長） 

倉地 大雄様（工務グループ 工務チーム チーム長） 

児玉 諭彦様（工務グループ プロジェクトエンジニアリングチーム チーム長） 

③ 川崎汽船㈱ 

 演 題：ＧＨＧ排出削減に向けた最近の取り組み 

講演者：山崎 伸也様（GHG 削減戦略グループ グループ長代理） 

＜次世代会メンバーからの製品・サービス紹介＞ 

  ① ㈱宇津木計器  演 題：効率運航操船支援システムについて 

講演者：宇津木 智様（代表取締役社長） 

 

８．会員企業のための統計資料の整備等 

（１）ホームページの充実 

・当会ホームページにおいて、①一般向け、②会員専用、③登録普通会員向け（旧・統計データ）の各

ページに掲載する情報を整理し、以下のとおり掲載中。なお、「登録普通会員向けページ」の利用には

事前登録が必要で、５月１６日現在の登録会員数は１５０社、９９０名である。 

➢ 一般向けページには、「募集・申請について」、「会からのお知らせ」欄等で関係情報を随時掲載 

➣会員企業取扱製品検索ページの見直しは逐次更新 

➢ 会員専用ページには、当会が実施する技術開発や海外事業（展示会、セミナー等）に関する情報を

随時掲載するとともに、「ＩＭＯ／ＩＳＯ関連情報」コーナーを設け、安全・環境に関する内外の

規制や規格の動向に関する情報を提供 

➢ 登録普通会員向けページには、調査会社より購入した海運、造船関連の統計資料を会員企業に有用

な形態に加工したうえ掲載し、今年度からは、漁船における造船国別手持ち工事量及び現存船のデ

ータも公開（データにより毎月又は四半期ごと更新） 

➢ 会員専用ページのＩＤ・ＰＷは年１回、登録普通会員向けページ用のＩＤ・ＰＷは掲載統計データ

に関する調査会社との契約の関係上、年４回更新することにしており、次回は、令和５年７月に登

録普通会員向けページのＩＤ・ＰＷを更新する予定 

 

（２）舶用工業の統計資料の整備 

・ＩＨＳ統計をベースに世界の新造船建造状況、主機関の搭載状況に関するデータを整理し「各国舶用

機関の生産動向」第４８号の作成準備中 

 

第４章 海事クラスターとの交流 

１．船舶産業におけるサプライチェーン最適化 

サプライチェーンの効率化・最適化については、令和２年２月開催の造船・舶用工業懇談会における造船

業界からの要望に応じ対応を開始。この検討体制として、当会は「サプライチェーン最適化検討委員会」

を、(一社)日本造船工業会は「サプライチェーン特別委員会」を設置し、それぞれの委員会及び両団体間の

合同委員会において議論を継続中。また、以下のとおりその後の政府関連動向や半導体調達難等にも対応中 

（１）前回理事会以降の委員会開催状況 

・前回理事会以降、委員会等は未開催 
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（２）国土交通省調査事業関係 

・令和２年度より開始したサプライチェーン最適化調査事業「造船事業者-舶用工業事業者間における舶

用機器・部品の商流・生産・物流環境の改善に向けた調査研究業務」については、令和５年度は令和４

年度に引き続き、下記の５つの事業が実施される予定 

・実施予定の調査事業は以下のとおり。請負実施者については国交省で手続き中 

造船・舶用事業者間のサプライチェーン関連 

① 舶用機器・部品の商流環境の改善に係る調査研究 

② 舶用機器・部品に係る生産環境の改善に係る調査研究 

③ 舶用機器・部品の物流環境の改善に係る調査研究 

造船事業者間のサプライチェーン関連 

① 船殻及び艤装に係る設計情報等の連携に係る調査研究 

② 建造船舶に係る情報の連携に係る調査研究 

 

（３）標準化促進への対応 

・（一社）日本造船工業会は、上記調査の一環として、造舶間の取引の最適化の取り組みの一つとして機

器の発注仕様書の標準化を進めており、２０２１年度は４品目（遠心ポンプ、容積ポンプ、熱交換器、

油加熱器）、２０２２年度は１０品目（雑用ボイラー、排ガスエコノマイザー、油清浄機、空気圧縮

機、焼却炉、造水装置、天井クレーン、油水分離機、局所消火装置、海洋微生物付着防止装置）の標準

化が行われた。これを踏まえて、当会のＳＭ標準が制定されている品目においては、ＳＭ標準への反映

を（一社）日本造船工業会と、協力して検討を進めていくこととしている。２０２３年度も新たに１５

品目の標準化が行われる予定であり、品目の選定に関し造舶間で協議することとなっている。 

 

（４）転嫁円滑化パッケージ関係 

・サプライチェーンの最適化に関連し、令和３年１２月、政府において「パートナーシップによる価値創

造のための転嫁円滑化施策パッケージ」が取りまとめられ、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の

上昇分を取引価格に適切に転嫁するよう関係団体に対して協力を要請する文書が発出された。その後、

継続して具体的な取り組みを含む文書が発出されており、会員企業に対してこの旨を周知した。 

・３月には公正取引委員会からの円滑な価格転嫁の実現に向けた要請文、４月には中小企業庁からのパー

トナーシップ構築宣言に関する周知文書を会員宛に周知した。 

 

（５）半導体等調達難に関する対応 

１）部品融通スキームの検討 

・国土交通省海事局船舶産業課及び検査測度課の連名で発出された「舶用機器における半導体不足への

対応について」（令和４年１０月１３日付国土交通省事務連絡）に基づき、会員間で不足部品を融通

するスキームについて、計測器部会、サプライチェーン最適化検討委員会等で検討された後、第２５

２回政策委員会において「半導体等不足下における部品に係る会員企業間での融通に関する運用規

則」が制定された。会員企業に周知するとともに運用を開始した。 

・５月１５日時点で、同運用規則におけるメンバー登録会社数は２０社で、不足部品の照会はあったも

のの、マッチングは未成立 
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（６）経済安全保障推進法における特定重要物資関係 

・経済安全保障推進法の制定（令和４年５月）を受けて、経済活動や国民生活が依拠している重要な物

資（特定重要物資）の安定的な供給の確保のため、一部の舶用機器（２ストローク主機・そのクラン

クシャフト、プロペラ、ソナー）が特定重要物資に指定され、その供給体制に対する支援が行われる

こととなった。 

・特定重要物資の追加指定に向けて、政府として今後も引き続き重要産業が直面するリスクの点検・評

価を行うこととされ、これを受けて国土交通省海事局で、我が国の海上輸送と船舶の建造を支える造

船業・舶用工業についてのサプライチェーン上のリスク点検（特定重要物資として指定済みの舶用機

器を含む）のためのアンケート調査が行われた。 

・３月１７日に会員に対し、国土交通省からアンケート調査に関するオンライン説明会が行われた。 

・上記調査結果を踏まえ、国土交通省で特定重要物資の選定、調整、支援方法等が検討されている。 

 

２．ユーザー業界等との交流・連携 

（１）内航海運との懇談会 

・３月２４日に日本内航海運組合総連合会傘下４組合の代表者と当会政策委員会の委員等との第８回懇談

会を開催し、当会からは当会活動状況を説明し、内航海運各社からは業界の現状と課題、舶用工業への

要望等について説明を受け、意見交換等を行った。 

・内航海運各社からは、バイオ燃料を含む新燃料の価格への懸念、船員の携帯電話利用を含む通信環境の

改善、働き方改革の下で船員負荷軽減できる船倉の清掃対応を含む自動化の要望等に関する意見が示さ

れた。 

＜出席組合・海運会社 氏名（敬称略）（順不同）＞ 

全国内航タンカー海運組合 田渕海運㈱   代表取締役社長    田渕 訓生 

全日本内航船主海運組合  篠野海運㈱   代表取締役社長   篠野 忠弘 

全国内航輸送海運組合   ㈱榎本回漕店  代表取締役社長    榎本 成男 

全国海運組合連合会    八重川海運㈱  代表取締役     村田  泰 

日本内航海運組合総連合会         海務部副部長    逸見 幸利 

   〃                 ＣＳＲ推進部部長  木内 智久 

 

（２）(一社)日本造船工業会との懇談会 

・３月３０日に、第２回造舶首脳級懇談会を開催した。 

・造工側から、２０３０年以降の建造需要の増加に向けた供給体制の検討、新燃料対応での造舶間の協業

についての議論、ゼロエミ化、予算等に係る支援強化や技能実習制度の見直しに係る国等への造舶によ

る共同対応、サプライチェーンに係る舶用品の仕様の標準化の推進等について説明があり、意見交換を

行った。（「造船工業界の今後について」（別紙１－参考）参照） 

・建造需要の増加に向けた供給体制に関して、舶用メーカーは輸出分を含め対応が必要となるが、人材不

足、設備投資、新燃料対応、ＤＸ対応等課題が多く、各社の開発・生産リソースのすみ分けを含む検討

の必要性等について意見が示された。 

＜出席者＞(氏名（敬称略）（順不同）、括弧内の役職名は造工内での役職) 

造工側：今治造船㈱ 代表取締役社長（副会長） 檜垣 幸人 

㈱名村造船所 代表取締役社長（副会長） 名村 建介 

三菱造船㈱ 取締役社長執行役員 CEO（企画委員長） 北村  徹 

当会側：木下会長、木下副会長、廣瀬副会長 
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・第３回造舶首脳級懇談会は７～８月に開催予定 

 

（３）船艇技術懇談会 

・３月２８日に第1８回船艇技術懇談会を開催し、海上保安庁矢頭装備技術部長、大橋船舶課長、大達管

理課長他幹部職員と当会会員及び造船所関係者約１１０名が参加した。海上保安庁から来年度予算の概

要説明があり、また、当会会員４社（㈱ササクラ、㈱浪速ポンプ製作所、㈱村山電機製作所、ヤンマー

パワーテクノロジー㈱）から新製品に係るプレゼンテーションを行い、意見・情報交換を行った。 

 

第５章 経営基盤強化事業 

１．融資の斡旋に関する事業（日本財団関連） 

・２０２３年度日本財団造船関係事業資金の貸付について、会員及び地方舶用工業会に対し案内するととも

に、第１回運転資金・第１回設備資金について案内を行った。 

運転資金申請会社：２６社（うち当会会員１１社） 

設備資金申請会社：該当なし 

 

２．団体ＰＬ保険制度の推進 

・４月２０日に第６２回委員会を書面にて開催し、第６０回委員会で新たに当会の団体保険扱いとして追加

することが了承された「請負業者賠償責任保険」の保険料算出方法について、保険会社との調整結果を報

告し、７月１日から運用開始することが了承された。 

 【請負業者賠償責任保険】 

  ・会員が請負った舶用工業製品の据付・設置作業及び改修・修理作業等（国内作業に限る）に起因して

生じた対人・対物事故について損害賠償責任を補償する保険 

・本保険は団体ＰＬ保険とは別に単独で加入することも可能 

・５月に、会員企業宛に、２０２３年７月１日から開始する２０２３年度日本舶用工業会・団体ＰＬ保険及

び団体請負業者賠償責任保険に係る加入募集とＰＬ既加入者への更新手続きのための案内を送付し、５月

２４日に会員向け説明会を実施予定 

 

３．事業実施に関するアンケートの実施 

・４月２７日に、当会実施事業に関する会員アンケート調査を、５月２６日（金）を締切として発出した。 

 

第６章 その他の事業 

１． 新型コロナウイルス感染症に関する対応 

・令和５年５月８日から「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成 10 年法律第 

114 号）における新型コロナウイルス感染症の位置付けが「新型インフルエンザ等感染症」から季節性イ

ンフルエンザなどと同じ、「５類感染症」に変更され、感染症法に基づく各種届が終了する他、令和２年

５月から毎月会員に対して行っていた国土交通省からの「新型コロナウイルスの感染拡大に伴う影響調査

（舶用工業・マリン事業）」について、３月分を最後に終了することとなった。 

・なお、国土交通省による令和５年３月調査のとりまとめ結果概要は以下のとおり（全体回答者数：７３

社）（以下、括弧内数字は１月とりまとめ結果）。 

 雇用調整助成金については、全体の１５％（１９％）の者が給付済・申請済・活用に向け検討

中の何れかの状況 

 持続化給付金については、全体の２３％（１８％）の者が給付済・申請済・活用に向け検討中

の何れかの状況 
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 政府系金融機関の支援については、全体の１６％（１７％）の者が給付済・申請済・活用に向

けて検討中の何れかの状況 

 工程の遅れについては、調達の遅れがある者、引渡しの遅れがある者、それぞれ全体の３

３％、１８％（３１％、１６％） 

他に、国へ以下の要望等コメントがあった。 

・半導体の納期遅延対策として、自動車産業用だけでなく、一般産業用のものにも支援をお願いしたい。 

 

２．地方舶用工業会との協力 

・４月１４日に第２０回地方舶用工業会事務局長会議を開催し、当会から、活動状況、日舶工アクションプ

ラン２０２３、令和５年度の日本財団造船貸付事業等について説明を行うとともに、地方舶用工業会の現

況について意見交換を行った。 

 

３．その他 

（１）海ごみゼロウィーク活動・日本財団と環境省（国土交通省後援）が取り組む海洋ごみ対策共同プロ

ジェクトに、今年度も当会会員企業有志が海岸等の清掃活動に参画するため、４月２０日に会員あて周

知を行った。本年度は５月１３日の兵庫地区を皮切りに、５月１７日現在、１６社の当会会員企業他か

ら８１０名程度の有志が参加予定（別紙１－４参照） 

・同プロジェクトは毎年５月下旬～６月中旬を「春の海ごみゼロウィーク」、９月中旬～下旬を「秋の海

ごみゼロウィーク」とし、全国一斉キャンペーンを実施しているが、年間を通じての活動も可能 

 

（２）「海の日」行事への協力 

・４年ぶりに体験型イベントを再開することとなった「海の日行事」（海と日本プロジェクト２０２３）

に、国交省等から同事業への協力要請を受けて、４月に「海と日本プロジェクト推進基金」（日本財

団）に当会から３０万円を寄付した。 

 

第７章 広報活動に関する事業 

１．会報 

・会報「舶」（舶用工業）Spring２９６号を４月に発刊。現在、Summer２９７号を編集中 

・「舶用業界のレジェンドからのお便り」では、２９６号、２９７号の前後編に分け、脇憲一顧問（当会元

副会長）の寄稿を掲載 

・会員企業の新製品・新技術を紹介する「舶用工業の技術力」及び会員企業の最新動向に関する「会員だよ

り」の各コーナーについて、随時掲載記事を募集中（詳しくは当会事務局へお問い合わせ下さい） 

 

２．アクションプラン記者会見 

・３月３０日、造船関係業界紙記者６社８名を招き、アクションプラン２０２３の記者発表を行った。木下

会長の冒頭挨拶の後、事務局が内容説明し、木下会長及び木下副会長が質疑応答に対応した。また、その

後開催した懇親会には久津副会長と事務局担当者も加わり、記者との意見・情報交換を行った。 

 

３．プレスリリース  

・ ３月３０日 アクションプラン２０２３について 

・ ４月 ３日 Sea Asia ２０２３展示会に参加（（一社）日本中小型造船工業会と連名） 

・ ４月２０日 Offshore Technology Conference２０２３展示会に参加（事前） 



- 20 - 

 

・ ５月 ８日 第４回人材養成検討ワークショップを実施 

・ ５月 ９日 Offshore Technology Conference２０２３展示会に参加（事後） 

・ ５月１１日 Sea Asia ２０２３展示会への参加報告 

 

第８章 表彰関係 

１．叙勲（春）  河 村 俊 一 殿 東北舶用工業会会長（エムエス工業㈱ 代表取締役会長） 

２．褒章（春）  竹 内   誠 殿 ㈱サクション瓦斯機関製作所 代表取締役社長 当会理事 

 

３．会長表彰 

・第１６回会長表彰表彰式候補者を募集し、１８社、２０名の推薦があった。６月２３日の総会終了後に会

長表彰表彰式及び祝賀会を実施予定 

 

第９章 監査等 

１．監事による監査 

・５月１５日に監事３名による令和４年度事業及び会計監査を実施した。 

 

（以上） 



 

 

令和５年５月１８日 

一般社団法人日本舶用工業会 

 

代表理事・業務執行理事の職務執行状況一覧 

（注：以下「書面審議」とあるものは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、書面による審議を

行ったもの。また、基本的に委員会・ＷＧの開催形態は、オンライン又はオンライン併用とした。） 

月日 委員会等名称 出席代表理事 出席業務執行理事 

3/24 第３０６回理事会 

木下会長、木下副会長、 

山下副会長、久津副会長、 

廣瀬副会長、小田副会長 

安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

3/27 
第３回 Windfarm Vessel Ｗ

Ｇ 
 安藤専務理事、市川常務理事 

3/28 船艇技術懇談会 木下会長 
安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

3/29 第１０回ＯＳＶ全体会合 木下会長 安藤専務理事 

3/30 第２回造舶首脳級懇談会 
木下会長、木下副会長、廣瀬

副会長 

安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

3/30 
アクションプラン記者会見後

の造船記者との懇談会 

木下会長、木下副会長、久津

副会長 

安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

3/31 
令和５年度防衛省予算につい

ての説明会 
 

安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

4/10 
第１９回冷凍空調部会、冷凍

空調業務委員会合同会議 
 安藤専務理事、市川常務理事 

4/13 

第３７回大形機関技術委員

会、中形機関技術委員会、小

形高速機関技術委員会合同会

議 

 仲田常務理事 

4/14 
地方舶用工業会事務局長との

懇談会 
 

安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

4/17 第３７回熱交換器部会  市川常務理事 

4/19 
Sea Japan2024 海事クラスタ

ー企画委員会 
 安藤専務理事、市川常務理事 

4/20 第１４２回ＣＰＰ小委員会  安藤専務理事、市川常務理事 

4/20 第６２回ＰＬ特別委員会（書

面審議） 

 安藤専務理事、市川常務理事 

4/25～

27 
Sea Asia 展示会 

木下会長、木下副会長、 

久津副会長 
安藤専務理事 

4/27 
第４回人材養成検討ワークシ

ョップ 
 市川常務理事 
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5/1～

5/4 

Offshore Technology 

Conference２０２３展示会 
 安藤専務理事 

5/9 第１７回救命機器部会  安藤専務理事 

5/15 令和４年度監事監査  
安藤専務理事、仲田常務理事、 

市川常務理事 

5/15 第１回艦船技術幹事会  仲田常務理事 

5/16 第６３回次世代会  安藤専務理事、市川常務理事 

 



 

 

 

展示会及び舶用工業セミナー参加企業一覧 

（一社）日本舶用工業会 

○展示会（日本財団助成事業） 

１）Sea Asia２０２３（２２社・機関） 

〇スペース出展：７社 

潮冷熱㈱、商船三井テクノトレード㈱、ダイハツディーゼル㈱、ナカシマプロペラ㈱、 

㈱浪速ポンプ製作所、富士電機㈱、ヤンマーパワーテクノロジー㈱ 

〇グラフィック出展：８社 （旧パネル出展） 

㈱赤阪鐵工所、セムコ㈱、大晃機械工業㈱、東部重工業㈱、日東化成工業㈱、 

（一財）日本気象協会、阪神内燃機工業㈱、藤倉コンポジット㈱ 

〇（一社） 日本中小型造船工業会：６社 

北日本造船㈱、旭洋造船㈱、㈱三浦造船所、金川造船㈱、檜垣造船㈱、熊本ドック㈱ 

〇（一財） 日本海事協会 

 

２）Offshore Technology Conference２０２３（１１社・機関） 

〇スペース出展：８社 

ＪＦＥスチール㈱、㈱商船三井、大同特殊鋼㈱、ダイハツディーゼル㈱、 

(一財)日本海事協会、日本製鉄㈱、白山工業㈱、㈱ハイボット 

〇カタログ出展：３社 

㈱シンコー、富士貿易㈱、㈱オメガシュミレーション 

 

３）Nor-Shipping２０２３（１０社・予定） 

〇スペース出展：７社 

川崎重工業㈱、ＪＲＣＳ㈱、ダイハツディーゼル㈱、東京計器㈱、富士電機㈱、富士貿易㈱、 

㈱ミカサ 

〇スマートグラフィック：３社 

㈱シンコー、西芝電機㈱、ヤンマーパワーテクノロジー㈱ 
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人材確保・養成に関する事業の実施企業一覧 

 

(一社)日本舶用工業会 

 

１） 舶用工業講義 

① 神戸大学「海事産業技術概論」 

造 船 川 崎 重 工 業 ㈱ 大形ディーゼル 川 崎 重 工 業 ㈱ 

中形ディーゼル 阪神内燃機工業㈱ プ ロ ペ ラ ナカシマプロペラ㈱ 

ポ ン プ ㈱ シ ン コ ー 舵 ・ 操 舵 機 ジャパン・ハムワージ㈱ 

冷凍機・空調機 ダイキン MR エンジニアリング㈱ 熱 交 換 器 昭 和 産 業 ㈱ 

ボ イ ラ ㈱大阪ボイラー製作所 甲 板 機 械 川 崎 重 工 業 ㈱ 

塗 料 中 国 塗 料 ㈱ ハ ッ チ カ バ ー ㈱ 相 浦 機 械 

航 海 計 器 古 野 電 気 ㈱ 発電機・電動機 西 芝 電 機 ㈱ 

配電盤・始動器盤 Ｂ Ｅ Ｍ Ａ Ｃ ㈱ 配電盤・始動器盤 Ｊ Ｒ Ｃ Ｓ ㈱ 

救 命 機 器 島 田 燈 器 工 業 ㈱ 商 社 富 士 貿 易 ㈱ 

消 火 機 器 日本ドライケミカル㈱ 

 

② 関西海事教育アライアンス「海上輸送技術特論」 

大形ディーゼル機関の概要とＧＨＧ排出削減への取組  川崎重工業㈱ 

航海計器・通信機器の概要とＩｏＴ化の取組  日本無線㈱ 

中形ディーゼル機関の概要とＧＨＧ排出削減への取組  ヤンマーパワーテクノロジー㈱ 

船舶用推進装置の概要と最新技術  かもめプロペラ㈱ 

配電盤・制御機器の概要と最新技術  寺崎電気産業㈱ 

 

２） 舶用工業説明会 

① 神戸大学 

㈱ 相 浦 機 械  ㈱ ア イ メ ッ ク ス  イ ワ キ テ ッ ク ㈱ 

㈱ 宇 津 木 計 器  ㈱ 共 立 機 械 製 作 所  ㈱ サ サ ク ラ 

Ｊ Ｒ Ｃ Ｓ ㈱  ㈱ジャパンエンジンコーポレーション  セ ム コ ㈱ 

ダイキン MRエンジニアリング㈱   大 晃 機 械 工 業 ㈱  ダイハツディーゼル㈱ 

大 洋 電 機 ㈱  ㈱田邊空気機械製作所  ㈱ 帝 国 機 械 製 作 所 

寺 崎 電 気 産 業 ㈱  テ ラ テ ッ ク ㈱  ナ カシマプロペラ㈱ 

㈱ナカタ・マックコーポレーション  ㈱ 浪 速 ポ ン プ 製 作 所  日 新 興 業 ㈱ 

日 本 無 線 ㈱  阪 神 内 燃 機 工 業 ㈱  Ｂ Ｅ Ｍ Ａ Ｃ ㈱ 

㈱ 福 井 製 作 所  富 士 貿 易 ㈱  ㈱ ヘ ン ミ 

ボ ル カ ノ ㈱  ㈱ マ キ タ  眞 鍋 造 機 ㈱ 

三 浦 工 業 ㈱  ㈱ 三 井 E ＆ S  三菱重工マリンマシナリ㈱ 

山 科 精 器 ㈱  ヤンマーホールディングス㈱   
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３） 英語講座 

① プレゼンテーション英語講座 

㈱ Ｉ Ｈ Ｉ 原 動 機 イ ー グ ル 工 業 ㈱ ㈱ 関 ケ 原 製 作 所 

㈱電業社機械製作所 ㈱ ト ラ テ ッ ク ヒ エ ン 電 工 ㈱ 

富 士 貿 易 ㈱ ボ ル カ ノ ㈱ ㈱ ミ カ サ 

三 井 E& S 造 船 ㈱ 

 

以上 



ＪＳＭＥＡ「海ごみゼロウィーク ２０２３」の活動状況

令和５年５月１８日　・

実施（予定）日 時間  都道府県 グループ名 場　　所 参加企業（○：リーダー会社） 参加人数

5月13日（土） 08:00～10:00 兵庫 ＪＳＭＥＡ－ＮＩＳＨＩＳＨＩＢＡ
新舞子海岸付近
（たつの市御津町）

○西芝電機㈱ 50

5月21日（日） 07:00～10:00 岡山
ＪＳＭＥＡ－ナカシマプロペ
ラクリーン隊

社会福祉法人　旭川荘
（岡山市北区）

○ナカシマプロペラ㈱、ナカシマエンジニアリ
ング㈱、㈱システムズナカシマ、帝人ナカシマ
メディカル㈱、㈱ナック、砂田興業㈱、岡山港
湾運送㈱、月組工業㈱、㈲明八園、㈲洲脇急
送

310

5月22日（土） 8:00～9:00 佐賀 ＪＳＭＥＡ-ＴOAクリーン隊
七浦海浜公園
（鹿島市七浦音成甲）

○東亜工機㈱ 100

6月3日（土） 08:00～09:00 広島 ＪＳＭＥＡ－広島地区隊
ベイサイドビーチ坂
（安芸郡坂町）

○㈱シンコー、（一社）中国舶用工業会 100

6月7日（水） 08:30～10:30 兵庫
ＪＳＭＥＡ－ジャパンエンジ
ンコーポレーション明石二
見クリーン作戦

西岡浜海浜公園周辺
(明石市魚住町）

○㈱ジャパンエンジンコーポレーション 40

6月18日（土） 10:00～12:00 兵庫
ＪＳＭＥＡ－KEMEL海ごみ
なくし隊

高砂海浜公園（向島公園）
周辺
（高砂市高砂町向島町）

○イーグル工業㈱ 30

6月17日（土） 08:00～09:30 広島
ＪＳＭＥＡ－尾道地区ビー
チクリーン隊

立花海岸
（尾道市向島町）

○㈱寺本鉄工所、㈱京泉工業 30

6月21日（水） 14:00～15:00 兵庫
ＪＳＭＥＡ－尼崎地区ごみ
なくし隊

神崎川河川敷
（尼崎市常光寺）

○ヤンマーパワーテクノロジー㈱、尼崎市経
済環境局環境部業務課、㈱大阪ボイラー製
作所、㈱帝国機械製作所、㈱ササクラ、㈱平
原精機工業、㈱神戸機材、高階救命器具㈱、
ヤンマーグローバルＣＳ㈱、ヤンマーシンビオ
シス㈱

50

6月25日（日）
※予定

09:00～10:30 神奈川
ＪＳＭＥＡ－横浜海ごみなく
し隊

由比ガ浜海岸
(鎌倉市由比ガ浜）

○かもめプロペラ㈱　他 100

合計 810

・日本財団と環境省（国土交通省後援）による海洋ごみ対策共同プロジェクトの趣旨に賛同し、当会会員企業等の有志による海岸等の清掃活動
を実施または実施中。
【２０２２年度参加概要】
・関東、中部、近畿、中国、四国の各地区で１５グループ、２９社の当会会員企業、１地方自治体、１社会福祉法人、１関係団体及び３１社の会員
関係企業から１，０１４名の有志が参加した。

別紙１−４



0



1



2023 1 1

2



0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2019 2030 2040 2050

Bi
lli

on
 to

nn
e 

m
ile

s/
ye

ar

Year

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2019 2030 2040 2050

Bi
lli

on
 to

nn
e 

m
ile

s/
ye

ar

Year

IMO GHG study 

3



0

20

40

60

80

100

120

140

20
07

20
09

20
11

20
13

20
15

20
17

20
19

20
21

20
23

20
25

20
27

20
29

20
31

20
33

20
35

20
37

20
39

20
41

20
43

20
45

20
47

20
49

4



5-(2) 

:350 /10
SC :3000 /10

5-(4) 

: : =100:96:90
99:99:94 5
86:99:94

5-(5) 

7-(4) 

5



0

20

40

60

80

100

120

140

20
07

20
09

20
11

20
13

20
15

20
17

20
19

20
21

20
23

20
25

20
27

20
29

20
31

20
33

20
35

20
37

20
39

20
41

20
43

20
45

20
47

20
49

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

Q
1-

20
00

Q
1-

20
01

Q
1-

20
02

Q
1-

20
03

Q
1-

20
04

Q
1-

20
05

Q
1-

20
06

Q
1-

20
07

Q
1-

20
08

Q
1-

20
09

Q
1-

20
10

Q
1-

20
11

Q
1-

20
12

Q
1-

20
13

Q
1-

20
14

Q
1-

20
15

Q
1-

20
16

Q
1-

20
17

Q
1-

20
18

Q
1-

20
19

Q
1-

20
20

Q
1-

20
21

Q
1-

20
22

TCFD CDP
APM Maersk B
Mediterranean -
COSCO -
CMA-CGM -
Hapag-Lloyd B
ONE NYK MOL K-LINE / / A/B/A
Evergreen F
Hyundai MM -

TCFD CDP

6



7



8

8



4.6

9.6

19.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

9



50

100

150

200

250

300

45,000 47,000 49,000 51,000 53,000 55,000 57,000 59,000

/DWT

DWT

Japan

China

Korea

10



11



PR

12



13

13



14

14



15



16



2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

IMO

DX

17



18



19



20



21



•

•

• •

22



一般社団法人　日本舶用工業会

資料 ２

令 和 ５ 年 度 収 支 予 算 書
(案）

自　2023(令和５)年４月１日

至　2024(令和６)年３月31日



（単位：円）

科        目 予  算  額 前年度予算額 増   減 備   考

Ⅰ. 事業活動収支の部

１．事業活動収入

(1)基本財産利息収入 59,384,000 57,000,000 2,384,000

      基本財産利息 59,384,000 57,000,000 2,384,000

(2) 会費・入会金収入 199,298,000 182,950,000 16,348,000

  ① 会    費 199,148,000 182,500,000 16,648,000

  ② 入 会 金 150,000 450,000 △ 300,000

(3) 事業収入 470,690,000 504,260,000 △ 33,570,000

  ① 助成事業分担金 142,320,000 205,120,000 △ 62,800,000

  ② 補助事業分担金 - - -

  ③ 事業分担金 123,610,000 102,080,000 21,530,000

  ④ 受託事業受託金 204,760,000 197,060,000 7,700,000

(4) 助成金収入 435,640,000 521,020,000 △ 85,380,000 日本財団

  ① 助成事業助成金 381,840,000 471,020,000 △ 89,180,000

  ② 基盤整備助成金 53,800,000 50,000,000 3,800,000

(5) 補助金収入 - - - 国庫補助金

(6) 雑収入 12,789,000 12,348,500 440,500

  ① 雑収入 3,600,000 3,345,000 255,000

  ② 特定資産利息 9,183,000 9,000,000 183,000

  ③ 受取利息 6,000 3,500 2,500

事業活動収入計 (A) 1,177,801,000 1,277,578,500 △ 99,777,500

令和５年度  収 支 予 算 書（案）
２０２３年４月１日  至２０２４年３月３１日

 一般社団法人 日本舶用工業会
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（単位：千円）

科        目 予  算  額 前年度予算額 増   減 備   考

２．事業活動支出

(1) 一般事業費支出 369,475,000 351,580,000 17,895,000

  ① 資料等刊行費 12,240,000 11,400,000 840,000

  ② 会議運営費 28,950,000 18,700,000 10,250,000

  ③ 調査研究費 26,710,000 13,260,000 13,450,000

  ④ 講演説明会費 650,000 1,620,000 △ 970,000

  ⑤ 海外事業費 9,800,000 10,800,000 △ 1,000,000

  ⑥ 分担金 94,000,000 102,080,000 △ 8,080,000

  ⑧ 役員報酬 32,416,000 32,420,000 △ 4,000

  ⑨ 給料手当 112,010,000 107,800,000 4,210,000

  ⑩ 厚生費 24,599,000 24,500,000 99,000

  ⑪ 借室料 28,100,000 29,000,000 △ 900,000

  ⑫ 退職手当金 - - -

(2) 助成事業費支出 524,160,000 676,140,000 △ 151,980,000

(3) 補助事業費支出 0 0 0

(4) 受託事業費支出 204,760,000 197,060,000 7,700,000

(5) 管理費支出 76,222,000 79,521,000 △ 3,299,000

① 役員報酬 7,133,000 7,130,000 3,000

② 給料手当 31,758,000 31,200,000 558,000

③ 事務費 9,500,000 10,594,000 △ 1,094,000

④ 借室料 7,012,000 7,155,000 △ 143,000

⑤ 旅費・交通費 2,120,000 1,452,000 668,000

⑥ 会議費 2,150,000 3,710,000 △ 1,560,000

⑦ 諸会費 3,700,000 3,500,000 200,000

⑧ 厚生費 8,037,000 7,450,000 587,000

⑨ 雑  費 1,300,000 1,130,000 170,000

⑩ 公租公課 3,512,000 6,200,000 △ 2,688,000

⑪ 寄付金支出 - - -

⑫ 退職手当金 - - -

事業活動支出計 (B) 1,174,617,000 1,304,301,000 △ 129,684,000

事業活動収支差額(C)=(A)-(B) 3,184,000 △ 26,722,500 29,906,500

一般社団法人 日本舶用工業会
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（単位：千円）

科        目 予  算  額 前年度予算額 増   減 備   考

Ⅱ. 投資活動収支の部

１．投資活動収入

(1)特定資産取崩収入 0 40,000,000 △ 40,000,000

  ①事業活動準備引当資産取崩 - 40,000,000 △ 40,000,000

   ②退職手当引当資産取崩 - 0

投資活動収入計 (D) 0 40,000,000 △ 40,000,000

２．投資活動支出

(1)特定資産取得支出 30,005,000 60,443,000 △ 30,438,000

 ①事業活動準備引当資産支出 20,000,000 50,000,000 △ 30,000,000

 ②退職手当引当資産支出 10,005,000 10,443,000 △ 438,000

投資活動支出計 (E) 30,005,000 60,443,000 △ 30,438,000

投資活動収支差額 (F)=(D)-(E) △ 30,005,000 △ 20,443,000 △ 9,562,000

Ⅲ. 予備費支出の部

　予備費 (G) 82,162,934 66,790,977 15,371,957

　当期収支差額(H)=(C)+(F)-(G) △ 108,983,934 △ 113,956,477 4,972,543

  前期繰越収支差額 （I） 108,983,934 113,956,477 △ 4,972,543

  次期繰越収支差額 (H)+(I) 0 0 0

 一般社団法人 日本舶用工業会
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(別紙)

（単位：円）

総　　額 助　成　金 自己負担額

１．
IMO基準に適合可能な小型・高効率
の船体付着生物除去システムの技術
開発

令和
５年度

49,250,000     39,400,000     9,850,000      

２．
舶用次世代燃料エンジン用の無酸素
下でも検知可能なガス漏洩検知セン
サー

令和
５年度

8,420,000      6,730,000      1,690,000      

令和
４年度

40,200,000     32,160,000     8,040,000      

令和
５年度

30,000,000     24,000,000     6,000,000      

４．
次世代燃料用ボイラ向けバーナの技
術開発

令和
５年度

27,800,000     22,240,000     5,560,000      

５．
船体と帆による風力利用の高度化シ
ステムの技術開発

令和
５年度

17,200,000     13,760,000     3,440,000      

６．
舶用無線ひずみ船体構造モニタリン
グシステムの技術開発

令和
５年度

11,200,000     8,960,000      2,240,000      

７．
内航船等の操船者の負荷低減を実現
する普及型夜間画像認識システムの
技術開発

令和
５年度

15,520,000     12,410,000     3,110,000      

８．
水素・アンモニア燃料用小型ガス燃
焼ユニット（GCU）の技術開発

令和
４年度

31,000,000     24,800,000     6,200,000      

９．
舶用工業の海外海事展への参加・
広報

令和
５年度

187,360,000    112,420,000    74,940,000     

10．
新規需要開拓のための舶用工業
セミナー

令和
５年度

26,820,000     21,450,000     5,370,000      

11．
国内で開催される国際海事展でのプ
ログラム企画・実施

令和
５年度

79,390,000     63,510,000     15,880,000     

合　　　　　　　　計 524,160,000    381,840,000    142,320,000    

３．
 AI画像認識を利用した物標検出セ
ンサと船上センサのセンサフュー
ジョンに関する技術開発

日本財団助成事業一覧表

事　　　　　業　　　　　名
助成
事業
年度

事　　　業　　　額
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（単位：円）

備   考

Ⅰ. 事業活動収支の部

１．事 業 活 動 収 入

(1) 57,000,000 61,108,580 △ 4,108,580

57,000,000 61,108,580 △ 4,108,580

(2) 182,950,000 189,846,160 △ 6,896,160

① 182,500,000 189,546,160 △ 7,046,160

② 450,000 300,000 150,000

(3) 504,260,000 526,145,006 △ 21,885,006

  ① 205,120,000 130,765,711 74,354,289 ※

② 102,080,000 114,870,295 △ 12,790,295 ※

③ 197,060,000 280,509,000 △ 83,449,000

(4) 521,020,000 347,549,000 173,471,000 日本財団

① 471,020,000 297,549,000 173,471,000 ※

② 50,000,000 50,000,000 0

(5) 12,348,500 18,177,055 △ 5,828,555

① 3,345,000 12,222,250 △ 8,877,250

② 9,000,000 5,949,560 3,050,440

③ 3,500 5,245 △ 1,745

1,142,825,801 134,752,699

※ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、一部の展示会の開催が中止となったほか、

技術開発テーマの一部の終了時期が令和５年度に繰り越されたため差額が生じた。

1,277,578,500

特 定 資 産 利 息

基 本 財 産 利 息

受 取 利 息

事 業 活 動 収 入 計 (A)

会 費 ・ 入 会 金 収 入

会 費

入 会 金

事 業 収 入

助 成 事 業 分 担 金

事 業 分 担 金

受 託 事 業 受 託 金

助 成 金 収 入

助 成 事 業 助 成 金

基 盤 整 備 助 成 金

雑 収 入

雑 収 入

  収 　支　 計　 算　 書　 
自2022(令和4)年４月１日  至2023(令和5)年３月31日

科        目 差　　異

基 本 財 産 利 息 収 入

決　算　額予  算  額

−1−



（単位：円）

備   考

２．

(1) 30,822,869

① 11,400,000 11,041,804 358,196

② 18,700,000 20,163,022 △ 1,463,022

③ 13,260,000 5,180,480 8,079,520

④ 1,620,000 276,547 1,343,453

⑤ 10,800,000 4,762,968 6,037,032

⑥ 102,080,000 101,987,638 92,362

⑦ 32,420,000 31,252,379 1,167,621

⑧ 107,800,000 86,865,852 20,934,148

⑨ 24,500,000 22,068,708 2,431,292

⑩ 29,000,000 27,265,209 1,734,791

－ 19,024 △ 19,024

⑫ － 9,873,500 △ 9,873,500

(2) 676,140,000 431,636,705 244,503,295 ※

(3) 197,060,000 269,491,364 △ 72,431,364

(4) 79,521,000 76,460,879 3,060,121

① 7,130,000 6,938,521 191,479

② 31,200,000 34,997,424 △ 3,797,424

③ 10,594,000 9,854,606 739,394

④ 7,155,000 6,821,295 333,705

⑤ 1,452,000 559,721 892,279

⑥ 3,710,000 1,904,175 1,805,825

⑦ 3,500,000 3,187,800 312,200

⑧ 7,450,000 6,939,521 510,479

⑨ 1,130,000 990,066 139,934

⑩ 6,200,000 3,525,750 2,674,250

⑪ － 650,000 △ 650,000

⑫ － 92,000 △ 92,000

205,954,921

△ 26,722,500 44,479,722 △ 71,202,222

※ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、一部展示会の開催が中止となったほか、

技術開発テーマの一部の終了時期が令和５年度に繰り越されたため差額が生じた。

1,098,346,079

 事業活動収支差額(C)=(A)-(B)

厚 生 費

雑 費

公 租 公 課

退 職 手 当 金

 事 業 活 動 支 出 計  (B) 1,304,301,000

寄 付 金 支 出

諸 会 費

借 室 料

助 成 事 業 費 支 出

受 託 事 業 費 支 出

管 理 費 支 出

役 員 報 酬

給 料 手 当

事 務 費

借 室 料

旅 費 ・ 交 通 費

会 議 費

⑪ 雑 費

退 職 手 当 金

厚 生 費

一 般 事 業 費 支 出 351,580,000 320,757,131

資 料 等 刊 行 費

会 議 運 営 費

調 査 研 究 費

講 演 説 明 会 費

海 外 事 業 費

分 担 金

役 員 報 酬

給 料 手 当

科        目 予  算  額 決　算　額 差　　異

事 業 活 動 支 出

−2−



（単位：円）

備   考

Ⅱ. 投資活動収支の部

１．

(1) 40,000,000 9,965,500 30,034,500

①事業活動準備引当資産取崩 40,000,000 － 40,000,000

②退職手当引当資産取崩 － 9,965,500 △ 9,965,500

40,000,000 9,965,500 30,034,500

２．

(1) 60,443,000 59,417,765 1,025,235

①事業活動準備引当資産取得 50,000,000 50,000,000

②退職手当引当資産取得 10,443,000 9,417,765 1,025,235

60,443,000 59,417,765 1,025,235

投資活動収支差額(F)=(D)-(E) △ 20,443,000 △ 49,452,265 29,009,265

Ⅲ. 予備費支出の部

66,790,977 － 66,790,977

当期収支差額(H)=(C)+(F)-(G) △ 113,956,477 △ 4,972,543 △ 108,983,934

113,956,477 113,956,477 0

0 108,983,934 △ 108,983,934

予 備 費 (G)

前 期 繰 越 収 支 差 額 （ I ）

次期繰越収支差額 (H)+(I)

投 資 活 動 収 入

特 定 資 産 取 崩 収 入

投 資 活 動 収 入 計 (D)

投 資 活 動 支 出

特 定 資 産 取 得 支 出

科        目 予  算  額 決　算　額 差　　異

投 資 活 動 支 出 計 (E)

−3−



（単位：円）

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額

合　　　　計 205,120,000

12．
令和３年

度
国内で開催される国際海事展での
プログラム企画・実施

56,100,000

297,549,000

70,130,000  

676,140,000 471,020,000 

11,972,818

132,625,962 79,575,000 53,050,962  

18,000,000  

32,877,707

134,087,705

88,977,707

431,636,705

1,450,940   

2,317,623   

2,497,655   

80,980,000  17,958,000

6,570,940 5,120,000   5,120,000 1,280,000   

9,269,000 2,450,000   

3,600,000   9,987,000

58,620,000  

2．
令和４年

度

効率運航操船支援システムの技術
開発

微弱電流を用いた舶用プロペラ生
物付着防止装置の技術開発

121,200,000 

87,930,000  

14,400,000  

11．

令和２年
度

新規需要開拓のための舶用工業
セミナー

令和４年
度

令和４年
度

令和４年
度

令和３年
度

舶用工業の海外海事展への参加・
広報

6．

令和３年
度

12,484,655

5．

8．

7．

15,920,000

29,930,818

9．

1．
令和４年

度

24,800,000  

4．
令和４年

度

3．
令和４年

度

（別紙）

　助成事業収支計算一覧表　
自 2022(令和４)年４月１日　　至 2023(令和５)３月31日

事　　業　　名
助成
事業
年度

事　　　業　　　額

総　　額 助　成　金 自己負担額

6,200,000   

22,300,000 22,300,000

28,800,000

31,000,000  

40,200,000  

船体と帆による風力利用の高度化
システムの技術開発

内航貨物船向けハッチカバーの電
動化による船員負荷低減・環境汚
染防止システムの技術開発

27,120,000  

22,280,000  

17,910,000  

12,730,000  

10．

令和３年
度

12,730,000  

56,100,000  

水素・アンモニア燃料用小型ガス
燃焼ユニット（GCU）の技術開発

 AI画像認識を利用した物標検出セ
ンサと船上センサのセンサフュー
ジョンに関する技術開発

舶用無線ひずみ船体構造モニタリ
ングシステムの技術開発

内航船等の操船者の負荷低減を実
現する普及型夜間画像認識システ
ムの技術開発

舶用メインエンジン用サブマージ
ド型ＬＮＧ燃料供給ポンプ設備の
技術開発

15,130,000  

15,920,000  

202,180,000 

146,550,000 

12,220,000  11,586,623 9,770,000   
令和３年

度

令和４年
度

令和４年
度

6,400,000   

28,800,000

－

－

27,120,000  

22,280,000

17,910,000

15,130,000  

17,840,000  

23,040,000  

－

－

21,690,000  

17,820,000

14,320,000  

12,100,000

17,840,000  

23,040,000  

32,160,000  

21,690,000  

17,820,000  

14,320,000  

12,100,000  

4,460,000   

5,760,000   

8,040,000   

5,430,000   

4,460,000   

3,590,000   

3,030,000   

3,190,000   

14,030,000

4,460,000   

5,760,000   

－

－

5,430,000   

4,460,000   

3,590,000   

3,030,000   

3,190,000   

−4−



資金の範囲

資金の範囲には、現金預金、前払金、立替金、未収金、未払金、前受金、預り金、

を含めている。

次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

（単位：円）

次期繰越収支差額(A)－(B)

予備費の使用等について

予備費の使用なし。

３．

合　　　計　（B） 509,901,412 215,181,682

預 り 金 11,623,533 3,998,084

113,956,477 108,983,934

未 払 金 132,124,359 116,852,269

前 受 金 366,153,520 94,331,329

未 収 金 22,925,016 14,452,445

合　　　　計　（A） 623,857,889 324,165,616

前 払 金 80,836,910 51,760,260

立 替 金 － 1,440,576

現 金 預 金 520,095,963 256,512,335

収支計算書に対する注記

１．

２．

科　　　　　　目 前　期　末　残　高 当　期　末　残　高

−5−



（ 単位：円  ）

Ⅰ　資　産　の　部

１．流 　動 　資 　産

256,512,335 520,095,963 △ 263,583,628

51,760,260 80,836,910 △ 29,076,650

1,440,576 － 1,440,576

14,452,445 22,925,016 △ 8,472,571

64,171 － 64,171

324,229,787 623,857,889 △ 299,628,102

２．固 　定 　資 　産

7,330,000 10,000,000 △ 2,670,000

7,439,000 7,439,000 0

4,041,931,000 4,039,261,000 2,670,000

4,056,700,000 4,056,700,000 0

67,803,765 68,958,000 △ 1,154,235

606,560,917 561,870,717 44,690,200

674,364,682 630,828,717 43,535,965

－ 311,459 △ 311,459

17,076,000 17,076,000 0

17,076,000 17,387,459 △ 311,459

4,748,140,682 4,704,916,176 43,224,506

5,072,370,469 5,328,774,065 △ 256,403,596資 産 合 計

(3) そ の 他 固 定 資 産

什 器 備 品

敷 金

そ の 他 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

(1) 基 　本 　財 　産

普 通 預 金

投 資 有 価 証 券

基 本 財 産 合 計

(2) 特 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産

事 業 活 動 準 備 引 当 資 産

定 期 預 金

貯 蔵 品

 貸　借　対　照　表 
（2023(令和5)年3月31日現在）

科　　　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

現 金 預 金

前 払 金

立 替 金

未 収 金
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（ 単位：円  ）

Ⅱ．負債の部

１．流 　動 　負 　債

116,852,269 132,124,359 △ 15,272,090

94,331,329 366,153,520 △ 271,822,191

3,998,084 11,623,533 △ 7,625,449

215,181,682 509,901,412 △ 294,719,730

2． 固 　定 　負 　債

67,803,765 68,958,000 △ 1,154,235

67,803,765 68,958,000 △ 1,154,235

282,985,447 578,859,412 △ 295,873,965

Ⅲ．正味財産の部

１．指 定 正 味 財 産

4,056,700,000 4,056,700,000 0

4,056,700,000 4,056,700,000 0

( 4,056,700,000 ) ( 4,056,700,000 ) 0 )

( － ) ( － ) － )

2． 一 般 正 味 財 産

732,685,022 693,214,653 39,470,369

( － ) ( － ) ( － )

( 606,560,917 ) ( 561,870,717 ) ( 44,690,200 )

4,789,385,022 4,749,914,653 39,470,369

5,072,370,469 5,328,774,065 △ 256,403,596

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

指 定 正 味 財 産 合 計

（うち基本財産への充当額）

（うち特定財産への充当額）

一 般 正 味 財 産

（うち基本財産への充当額）

（うち特定財産への充当額）

日 本 財 団 助 成 金 等

当　年　度 前　年　度 増　　減

未 払 金

前 受 金

預 り 金

科　　　　　　目

流 動 資 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

1)

(1) 61,108,580 58,540,448 2,568,132

(2) 189,846,160 182,556,000 7,290,160

189,546,160 182,556,000 6,990,160

300,000 － 300,000

(3) 526,145,006 262,239,519 263,905,487

  130,765,711 49,416,467 81,349,244

114,870,295 4,716,286 110,154,009

280,509,000 208,106,766 72,402,234

(4) 347,549,000 245,960,000 101,589,000

297,549,000 195,960,000 101,589,000

50,000,000 50,000,000 0

(5) 18,177,055 12,222,191 5,954,864

① 12,222,250 3,394,306 8,827,944

② 5,949,560 8,823,497 △ 2,873,937

③ 5,245 4,388 857

1,142,825,801 761,518,158 381,307,643

雑 収 入

雑 収 入

特 定 資 産 利 息

受 取 利 息

経 常 収 益 計

② 基 盤 整 備 助 成 金

① 助 成 事 業 分 担 金

② 事 業 分 担 金

③ 受 託 事 業 受 託 金

受 取 助 成 金

① 助 成 事 業 助 成 金

事 業 収 益

 正 味 財 産 増 減 計 算 書
自2022(令和4)年4月1日  至2023(令和5)年3月31日

科     　　   目 増　　減

経 常 収 益

基 本 財 産 利 息 収 益

前　年　度

受 取 会 費 ・ 受 取 入 会 金

① 会 費

② 入 会 金

当　年　度
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（単位：円）

2) 経　常　費　用

(1) 318,003,631 206,249,090 111,754,541

① 11,041,804 10,132,641 909,163

② 20,163,022 9,391,340 10,771,682

③ 5,180,480 4,765,914 414,566

④ 276,547 27,243 249,304

⑤ 4,762,968 698,991 4,063,977

⑥ 101,987,638 4,735,713 97,251,925

⑦ 31,252,379 32,315,806 △ 1,063,427

⑧ 86,865,852 89,110,335 △ 2,244,483

⑨ 22,068,708 21,378,349 690,359

⑩ 27,265,209 27,131,630 133,579

⑪ 7,120,000 6,561,128 558,872

⑫ 19,024 － 19,024

(2) 431,636,705 247,273,468 184,363,237

(3) 269,491,364 208,741,677 60,749,687

(4) 78,307,432 74,867,246 3,440,186

① 6,938,521 7,130,414 △ 191,893

② 34,997,424 33,587,825 1,409,599

③ 9,790,435 7,383,465 2,406,970

④ 6,821,295 6,787,908 33,387

⑤ 559,721 454,548 105,173

⑥ 1,904,175 2,266,582 △ 362,407

⑦ 3,187,800 3,147,800 40,000

⑧ 6,939,521 7,519,447 △ 579,926

⑨ 990,066 1,099,736 △ 109,670

⑩ 3,525,750 4,314,230 △ 788,480

⑪ 650,000 300,000 350,000

⑫ 311,459 449,937 △ 138,478

⑬ 1,691,265 425,354 1,265,911

1,097,439,132 737,131,481 360,307,651経 常 費 用 計

会 議 費

諸 会 費

厚 生 費

雑 費

公 租 公 課

寄 付 金 支 出

減 価 償 却 費

退 職 給 付 費 用

旅 費 ・ 交 通 費

給 料 手 当

厚 生 費

借 室 料

助 成 事 業 費

受 託 事 業 費

管 理 費

役 員 報 酬

給 料 手 当

事 務 費

借 室 料

退 職 給 付 費 用

雑 費

役 員 報 酬

科     　　   目 当　年　度 前　年　度 増　　減

一 般 事 業 費

資 料 等 刊 行 費

会 議 運 営 費

調 査 研 究 費

講 演 説 明 会 費

海 外 事 業 費

分 担 金
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（単位：円）

評価損益等調整前当期経常増減額 45,386,669 24,386,677 20,999,992

△ 5,916,300 △ 4,987,300 △ 929,000

△ 5,916,300 △ 4,987,300 △ 929,000

39,470,369 19,399,377 20,070,992

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益 － － － 

－ － － 

(2) 経常外費用 － － － 

－ － － 

－ － － 

39,470,369 19,399,377 20,070,992

693,214,653 673,815,276 19,399,377

732,685,022 693,214,653 39,470,369

Ⅱ　指定正味財産増減の部

－ － － 

0

0

Ⅲ　正味財産期末残高 39,470,3694,789,385,022 4,749,914,653

当 期 経 常 外 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 4,056,700,000 4,056,700,000

指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 4,056,700,000 4,056,700,000

経 常 外 費 用 計

科     　　   目 当　年　度 前　年　度 増　　減

特 定 資 産 評 価 損 益 等

評 価 損 益 等 計

当 期 経 常 増 減 額

経 常 外 収 益 計
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重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の有価証券については、取得価格による原価基準を採用している。

その他有価証券については、時価基準を採用している。

固定資産の減価償却の方法

定額法による減価償却を行っている。

引当金の計上方法

退職給付引当金は、役職員の退職手当支給に備えるため、当年度末における退職給付

債務に基づき、当年度末おいて発生していると認められる額を計上している。

リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

消費税等の会計処理

税込み方式によっている。

(6) 資産除去債務について

当法人は、本事務所オフィスの不動産賃借取引に基づき、オフィスの退去時における原

状回復に係る債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でな

く、本事務所を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることがで

きない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

合　　　計 4,687,528,717 562,087,765 518,551,800 4,731,064,682

事業活動準備引当資産 561,870,717 50,000,000 5,309,800 606,560,917

小　　　計 630,828,717 59,417,765 15,881,800 674,364,682

特 定 資 産

退職給付引当資産 68,958,000 9,417,765 10,572,000 67,803,765

投 資 有 価 証 券 4,039,261,000 502,670,000 500,000,000 4,041,931,000

小　　　計 4,056,700,000 502,670,000 502,670,000 4,056,700,000

定 期 預 金 7,439,000 － － 7,439,000

基 本 財 産

当期増加額 当期減少額 当期末残高

財務諸表に対する注記

(3)

(4)

(5)

２．

科　　　　目 前期末残高

１．

(1)

①

②

(2)

普 通 預 金 10,000,000 － 2,670,000 7,330,000
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基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。

（単位：円）

( )

( )

( )

( )

( )

( ) ( )

( ) ( ) ( )

４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

５．金融商品の状況に関する注記

金融商品に対する取組方針

当法人は、法人運営の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券、投資信託、デリ

バティブ取引を組み込んだ複合金融商品により資産運用する。

当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債、

仕組預金）のみであり、当期目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

金融商品の内容及びリスク

投資有価証券は、債券、投資信託、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であり、

発行体の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらさ

れている。

金融商品のリスクに係る管理体制

資産管理規程に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資産管理規定にに基づき行う。

信用リスクの管理

債券及び仕組債については、発行体の信用情報や時価の状況を把握し、理事会に報告する。

市場のリスク管理

投資信託については、関連する市場の動向を把握し、運用状況を理事会に報告する。

②

4,056,700,000 606,560,917 67,803,765

③

什　　器　　備　　品 11,571,912 11,571,912 0

合　　　　計 11,571,912 11,571,912 0

(1)

(2)

(3)

①

科　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

606,560,917 67,803,765

事業活動準備引当資産 606,560,917 － 606,560,917 －

合　　　計 4,731,064,682

特 定 資 産

小　　　計 674,364,682 －

退職給付引当資産 67,803,765 － － 67,803,765

投 資 有 価 証 券 4,041,931,000 4,041,931,000 － －

小　　　計 4,056,700,000 4,056,700,000 － －

基 本 財 産

定 期 預 金 7,439,000 7,439,000 － －

(うち負債に対応
する額)

３．

科　　　　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財
産からの充当額)

普 通 預 金 7,330,000 7,330,000 － －
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満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、以下の通りである。

(1)
（単位：円）

時　　　価 帳簿価格

208,500,000 200,000,000 8,500,000

501,200,000 502,670,000 △ 1,470,000

104,430,000 100,000,000 4,430,000

103,475,000 99,261,000 4,214,000

三菱ＵＦＪフィナンシャル社債　第３回 102,131,000 100,000,000 2,131,000

三菱ＵＦＪフィナンシャル社債　第５回 99,961,000 100,000,000 △ 39,000

損害保険ジャパン日本興亜社債　第３回 98,830,000 100,000,000 △ 1,170,000

198,500,000 200,000,000 △ 1,500,000

102,020,000 100,000,000 2,020,000

217,160,000 200,000,000 17,160,000

ビーピーシーイーエスエー銀行債券　第１回 802,326,000 800,000,000 2,326,000

101,420,000 90,000,000 11,420,000

ソシエテジェネラル銀行債券　第１回 99,700,000 100,000,000 △ 300,000

96,680,000 100,000,000 △ 3,320,000

90,130,000 100,000,000 △ 9,870,000

198,180,000 200,000,000 △ 1,820,000

ビーエヌピーパリバ銀行　クレジットリンク債 95,330,000 100,000,000 △ 4,670,000

ビーエヌピーパリバ銀行　クレジットリンク債 97,560,000 100,000,000 △ 2,440,000

ビーエヌピーパリバ銀行　クレジットリンク債 94,869,100 100,000,000 △ 5,130,900

ビーエヌピーパリバ銀行　クレジットリンク債 88,480,000 100,000,000 △ 11,520,000

181,580,000 200,000,000 △ 18,420,000

187,682,000 200,000,000 △ 12,318,000

119,520,000 150,000,000 △ 30,480,000

3,989,664,100 4,041,931,000 △ 52,266,900

(2) 事業活動準備引当資産
（単位：円）

時　　　価 帳簿価格

98,580,000 100,000,000 △ 1,420,000

90,470,000 100,000,000 △ 9,530,000

ジェー・ピー・モルガンストラクチャードクレジットリンク債券 10,142,000 10,000,000 142,000

94,680,000 100,000,000 △ 5,320,000

199,700,000 200,000,000 △ 300,000

493,572,000 510,000,000 △ 16,428,000合　　　　　　　　　　　　　　計

評価損益

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス債券　第３回

ソフトバンク社債　第５回

ソフトバンクリパッケージ債券

科　　　　　　　　　　目

６．

基 本 財 産

科　　　　　　　　　　目

鉄道建設運輸施設整備債券　第６３回

三井住友海上火災社債　第４回

東京電力社債　第５６０回

ナティクシスストラクチャードインシュアンスクレジットリンク社債

ゴールドマンサックス銀行クレジットリンク債券

評価損益

三菱東京ＵＦＪ銀行社債　第26回

住友信託銀行社債　第１４回

みずほ銀行社債　第18回

東北電力第１回劣後社債

Citigroupデジタルクーポン債券

合　　　　　　　　　　　　　　計

ビーエヌピーパリバ銀行　クレジットリンク債

ソシエテジェネラル銀行クレジットリンク債券

ソシエテジェネラル銀行クレジットリンク債券

ビーエヌピーパリバ銀行　クレジットリンク債

ジェー・ピー・モルガンストラクチャードクレジットリンク債券
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補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次の通りである。

（単位：円）

(1) 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職給付一時金制度を設けている。

(2) 退職給付債務及びその内容

（単位：円）

(3) 退職給付費用に関する事項

（単位：円）

(4) 退職給付債務等の計算に関する事項

退職給付債務の計算に当たっては、退職給与一時金制度に基づく期末自己都合要支給額

を基礎として計算している。

② 退 職 給 付 債 務 8,811,265

退 職 給 付 関 係

② 退 職 給 付 引 当 金 67,803,765

① 勤 務 費 用 8,811,265

① 退 職 給 付 債 務 67,803,765

８．

合　　　　計 4,056,700,000 － － 4,056,700,000

当期末残高
貸借対照表上
の　区　分

基　本　財　産 日本財団等 4,056,700,000 － － 4,056,700,000 指定正味財産

当期減少額

7．

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額
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（単位：円）

Ⅰ

51,760,260

324,229,787

(1)

(別紙)

(別紙)

(別紙)

(別紙)

(別紙)

(別紙)

4,056,700,000

(2)

普通預金　三菱ＵＦＪ銀行　本店

基 本 財 産 合 計

特 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産 67,803,765

67,803,765

電 力 債 券 602,670,000

独立行政法人債券 200,000,000

外 国 債 券 2,340,000,000

定 期 預 金 7,439,000

投 資 有 価 証 券 4,041,931,000

銀 行 債 券 899,261,000

2． 固 定 資 産

基 本 財 産

一 般 事 業 3,675,045

流 動 資 産 合 計

普 通 預 金 256,120,057

前 払 金 51,760,260

一 般 事 業

り そ な 銀 行 東京公務部 57,184,805

三菱ＵＦＪ信託銀行 本 店 88,849

み ず ほ 銀 行 虎ノ門支店 51,573,623

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 本 店

1． 流 動 資 産

現 金 392,278

現 金 手 許 有 高 392,278

財　　　産　　　目　　　録
（2023（令和５）年３月31日現在）

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

資 産 の 部

115,542,034

三 井 住 友 銀 行 東京公務部 31,730,746

貯 蔵 品

立 替 金 1,440,576

64,171

普 通 預 金 7,330,000

助 成 事 業 10,777,400

未 収 金 14,452,445
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（単位：円）

事業活動引当準備資産

普通預金　三菱ＵＦＪ銀行　本店

定期預金　三井住友銀行　東京公務部

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス債券

ソフトバンク債券

ゴールドマンサックス銀行

クレジットリンク債券

ジェー・ピー・モルガンストラク

チャードクレジットリンク債券

674,364,682

(2)

㈱ＢＭＳ

17,076,000

4,748,140,682

5,072,370,469

Ⅰ

215,181,682

67,803,765

282,985,447

4,789,385,022

負 債 合 計

正 味 財 産

流 動 負 債 合 計

2． 固 定 負 債

退職給付引当金 67,803,765

固 定 負 債 合 計

助 成 事 業 助 成 金 76,347,000

預 り 金 3,998,084

職 員 預 か り 金

そ の 他

1,069,768

2,928,316

一 般 事 業 341,269

前 受 金 94,331,329

事 業 分 担 金 17,984,329

助 成 事 業 116,511,000

その他固定資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 の 部

1． 流 動 負 債

特 定 資 産 合 計

その他固定資産

敷 金 17,076,000

未 払 金 116,852,269

200,000,000

266,276,000

100,000,000

10,000,000

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

606,560,917

24,369,917

5,915,000
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（別紙）

　　　　（単位：円）

科　　目 細　　目 銘　　　　　柄 取　得　価　格 額　面　価　格

普 通 預 金 ( 7,330,000 ) ( 10,000,000 )

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 本 店 7,330,000 10,000,000

定 期 預 金 ( 7,439,000 ) ( 7,439,000 )

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 本 店 6,850,000 6,850,000

三 井 住 友 銀 行 東 京 公 務 部 589,000 589,000

投資有価証券 ( 4,041,931,000 ) ( 4,040,000,000 )

銀行債券 ( 899,261,000 ) ( 900,000,000 )

三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 債 券 99,261,000 100,000,000

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ フ ィ ナ ン 200,000,000 200,000,000

シ ャ ル グ ル ー プ 債 券

住 友 信 託 銀 行 債 券 100,000,000 100,000,000

三井住友海上火災保険債券 200,000,000 200,000,000

み ず ほ 銀 行 債 券 200,000,000 200,000,000

損保ジャパン日本興亜債券 100,000,000 100,000,000

電力債券 ( 602,670,000 ) ( 600,000,000 )

東 北 電 力 債 券 502,670,000 500,000,000

東 京 電 力 債 券 100,000,000 100,000,000

独立行政 ( 200,000,000 ) ( 200,000,000 )

法人債券 鉄道建設運輸施設整備債券 200,000,000 200,000,000

外国債券 ( 2,340,000,000 ) ( 2,340,000,000 )

ソ シ エ テ ジ ュ ネ ラ ル 銀 行 200,000,000 200,000,000

ク レ ジ ッ ト リ ン ク 債 券

ソシエテジェネラル銀行債券 100,000,000 100,000,000

ビ ー ピ ー シ ー イ ー 800,000,000 800,000,000

エ ス エ ー 銀 行 債 券

ジェー・ピー・モルガンストラク 90,000,000 90,000,000

チ ャ ー ド ク レ ジ ッ ト リ ン ク 債 券

ビ ー エ ヌ ピ ー パ リ バ 銀 行 800,000,000 800,000,000

ク レ ジ ッ ト リ ン ク 債 券

ナティクシスストラクチャ 200,000,000 200,000,000

ードクレジットリンク債券

Citigroup デ ジ タ ル ク ー ポ ン 債 券 150,000,000 150,000,000

4,056,700,000 4,057,439,000

基 本 財 産 内 訳 明 細 表
(2023(令和5)年３月31日現在）

合　　　　　　　計
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一般社団法人　日本舶用工業会

会　長　　木　下　茂　樹　　殿

私たち監事は、2022(令和4)年４月１日から2023(令和5)年３月３１日

までの業務について監査を実施いたしましたので、その結果について、

次の通り報告いたします。

監査の概要

監事は、理事会に出席するほか、事務局から事業の執行状況について聴取し、

業務（事業報告を含む）について監査を実施いたしました。

また、当該事業年度に係る決算関係書類（収支計算書、貸借対照表、正味財産

増減計算書、財産目録、貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書）並

びに公益目的支出計画実施報告書について監査を実施いたしました。

監査の結果

(1) 業務については、法令、定款及び規則に従い的確に遂行されているものと認

める。

(2) 決算関係書類は、諸帳簿と符合し、財産及び収支の状況を正しく示している

ものと認める。

(3) 公益目的支出計画実施報告書は、法令及び定款に従い、法人の公益目的支出

計画の実施状況を正しく示しているものと認める。

2023(令和5)年５月１５日

監　事 十　万　幹　雄

監　事 安　田　　　薫

監　事 冨　田　和　志

監 　査　 報 　告　 書

１、

２、
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令和４年度公益目的支出計画実施報告書（案） 
 
当会は、平成 25 年 4 月 1 日に一般社団法人へ移行しましたが、行政庁(内閣府) に公

益目的支出計画の実施の完了の確認を受けるまでの間、事業年度毎に移行法人として、

公益目的支出計画の実施状況を明らかにする書類（以下「公益目的支出計画実施報告書」 

という。） を作成し、監事による監査を受け、理事会の承認を受けた後、総会において

報告し、さらに 6 月末までに、総会で承認された貸借対照表、正味財産増減計算書（損

益計算書）、事業報告及びこれらについての監事の監査報告並びに公益目的支出計画実

施報告書についての監事の監査報告と併せて、内閣府に提出する必要があります。 

 

 

【令和４年度公益目的支出計画実施報告書の内容】 

１．公益目的財産額 ： 4,918,205,338 円（算定日 平成 25 年（2013年）3月 31 日） 

完了予定年月日 ： 2038年 3月 31日 

年度支出計画額 ： 202,809,000 円 

年度収入計画額 ： 400,000 円 

  公益目的支出認可事業：交流促進事業、経営改善事業、調査収集事業 

※ 事業報告書に「公益目的事業」と明記 

 

２．令和４年度公益目的収支 

(1)前事業年度末日の公益目的収支差額（累計額）       1,714,960,330 円 

(2)公益目的支出の額   168,621,415 円  

(3)実施事業収入の額      2,245,780 円  

(4)令和４年度末日の公益目的収支差額（ (1)＋(2)－(3) ）1,881,335,965 円 

(5)年度収支計画額との差額   （計画額 2,024,090,000 円） 

142,754,035 円 

 

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額 

3,036,869,373 円 

  (計画額 2,894,115,338 円) 

 

４．２．で記載した実績額が計画額と異なる場合、その概要及び理由 

○ 新型コロナウイルス感染症に伴う計画事業の中止により、計画との収支差額が広

がっておりますが、コロナウイルス感染症も終息しつつあるので、事業実施の拡

充を検討し計画額との乖離を縮小させます。 

    

資料５ 



 

 

 資料 ６ 

 

令和５年５月１８日 

任期満了に伴う役員等の改選について 

 

一般社団法人日本舶用工業会 

 

 定款第 16 条第 1 項及び委員会規程第 10 条第 4 項の規定

により、理事、監事、常任諮問委員及び諮問委員は、今度の

定時総会の終結をもって任期満了となるため、６月２３日

開催の第５８回定時総会に「任期満了に伴う役員等の改選

に関する件」を議案として上程したい。 

 



 
改選期等における理事候補者の推薦の考え方 

 

令和５年５月１８日 
第６０回 正副会長会議 申し合わせ事項（令和３年３月１８日） 
第７３回 正副会長会議 確認事項（令和５年３月２４日） 

 

改選期等（理事定数の欠員補充の場合を含む。）における当会理事候補者の推薦に当たっ

ては、当会事業の更なる活性化及び円滑化が図られるよう十分に配慮する必要がある。 
また、異業種会員間のバランス確保が重要な当会の特性や、業界リーダーたる理事の地位

を考慮し、理事会社の固定化を招くことのないよう公平な運用に務める必要がある。 
このため、今後、理事の選任に際し、原則として、下記の考え方に基づき候補者の推薦を

行うこととし、事務局が総会前の適切な時期に正副会長の了解を得た上で総会の審議に付す

ものとする。 

 

記 

 

理事候補者の推薦については、指定代表者本人又はその所属企業に関する以下の状況を総

合的に勘案して行う。 

 

① 正副会長への過去の就任状況 

② 委員会・WG・業種別部会等の委員長（座長）又は委員への過去の就任状況 

③ 当会の主要事業（グローバル事業、技術開発事業、人材事業等）への参加状況 
④ 理事会社にあっては、理事会への出席状況 
⑤ 監事、常任諮問委員又は諮問委員にあっては、当該委員等としての出席状況 
⑥ 当会会員歴 
⑦ 舶用事業規模 
⑧ その他の当会及び舶用業界の発展に関する貢献度 

以上 

資料６－１ 



   資料 ７ 

令和５年５月１８日 

 

顧問の委嘱について 

一般社団法人日本舶用工業会 

 

顧問の任期については、「最高顧問・顧問に関する規程」により、役員と同様２カ

年目の定時総会までとなっており、６月２３日を以て任期満了となるため、下記７

名の方々に顧問を委嘱することとしたい。 

また、委嘱については、同規程３条２項により、理事会の同意を得て、会長が 

委嘱することとなっている。 

なお、石橋 德憲 氏（元当会副会長）、古川 與四郎氏（元当会副会長）、畑山 哲

三氏（元当会副会長）及び松井 正昭 氏（元当会副会長）については、顧問を退任

したい旨の申し出があったため、委嘱は行わないこととする。 

 

記 

 

                         （氏名五十音順・敬称略） 

小 川 健 兒  元 運輸省海上技術安全局長 

小 野 正 治  元 当会副会長 

戸 田 邦 司  元 運輸省海上技術安全局長 

中 島 基 善  元 会長 

藤 本 幸 延  元 当会副会長 

古 野 清 賢  元 当会副会長 

脇   憲 一  元 当会副会長 

 

 

 

 

以上 



令和５年５月１８日 

 

新 入 会 申 込 者 の 概 要 

 

一般社団法人日本舶用工業会 

 

（普通会員） 

○ＪＲＣマリンフォネット株式会社 (JRC MARINFONET Co., Ltd.) 

所 在 地：〒135-0053 

東京都江東区辰巳一丁目 7番 32 号 

代 表 者：代表取締役社長 矢野 理 殿 

設  立：２０００年（平成１２年）１０月２日 

資 本 金：３，０００万円 

従業員数：７３名 

事業内容：世界中の船舶に搭載されている JRC の船舶用電子機器の保全管

理サービスと情報通信提供業務を目的として設立。以後一貫し

て「高品質なサービス提供」をモットーに、通信・航海機器を

中心に包括的な保守サービスを行う、年間契約型のプリベンテ

ィブ・メンテナンス・サービスを提供 

 

 

（賛助会員） 

○ ミャンマー・ユニティ 日本駐在営業部（Myanmar Unity Co.,Ltd） 

所 在 地：〒101-0032 

東京都千代田区岩本町 1-2-11 渡東ビルディングアネックス 303 

電   話：０３－５８０９－２２１６ 

代 表 者：グループ CEO 北中 彰 殿 

設   立：２０１３年（平成２５年）５月２７日（日本駐在営業部開設） 

資 本 金：５５０万円 

従 業 員 数：２１名 

事 業 内 容：ミャンマー政府認定の送出機関。２０１３年の５月に設立し、

介護、建設、溶接、食品加工、金属加工など、多岐にわたる職

種でこれまで３，１３６名の技能実習生を日本へ送り出した実

績あり。 
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令和５年５月１８日 

今後の理事会等の開催予定について 

（一社）日本舶用工業会 

 

 

〇６月２３日（金）【東京・明治記念館】 

・第５８回定時総会 １６：００～ 

 

〇１０月４日（水）【東京・AP新橋会議室】 

・第２５３回政策委員会 １４：３０～ 

 

〇１０月１９日（木）【東京・明治記念館】 

・第３０7回理事会 １５：００～１６：００ 

・舶用マイスター認定証交付式 １６：１５～１６：４５ 

・祝賀会 １７：００～１９：００ 

 

〇１２月１４日（木）【大阪・グランヴィア大阪】 

・第３０8回理事会 時間未定 

             

                                        

 

○６月６日（火）～９日（金）【ノルウェー・オスロ】 

・Nor-Shipping２０２3展示会 

 

〇６月２０日（火）～２３日（金）【マレーシア・クアラルンプール】 

・MALAYSIA MARITIME WEEK ２０２３ 展示会 

 

〇６月２１日（水）【マレーシア】 

・舶用工業セミナー 

 

〇１１月１日(水)～２日（木）【新潟】 

 ・第４２回秋の大会 

 

○１２月５日（火）～８日（金）【中国・上海】 

・Marintec China２０２３展示会 

 

 

 

資料 ９ 
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